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指定介護老人福祉施設等に係る会計処理等の取扱いについて 

 

 

指定介護老人福祉施設、指定居宅サービス事業者及び指定居宅介護支援事業

者における会計の処理等については、「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び

運営に関する基準」（平成 11 年厚生省令第 39 号）、「指定居宅サービス等の事業

の人員、設備及び運営に関する基準」（平成 11 年厚生省令第 37 号）及び「指定

居宅介護支援事業等の事業の人員及び運営に関する基準」（平成 11 年厚生省令

第 38 号）をもって示されているところであるが、今般、別紙のとおり「指定介

護老人福祉施設等会計処理等取扱指導指針」を定めたので、了知の上、管下市

町村、関係機関及び関係団体・施設等にその周知徹底を図るとともに、その処

理に遺憾のないようにされたい。 

なお、移行時の会計処理に当たっては、その事務処理が円滑に行われるよう

「移行時の仕訳一覧」を送付するので、参考とされたい。 



（別紙） 

 

指定介護老人福祉施設等会計処理等取扱指導指針 

 

第１ 総 則 

１ 趣 旨 

指定介護老人福祉施設、指定居宅サービス事業者及び指定居宅介護支援事業

者における会計については、「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関

する基準」（平成 11 年厚生省令第 39 号）（以下「指定施設基準」という。）、「指

定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成 11 年厚生

省令第 37 号）（以下「指定サービス基準」という。）及び「指定居宅介護支援事

業等の事業の人員及び運営に関する基準」平成 11 年厚生省令第 38 号）（以下「指

定支援基準」という。）において、当該事業の会計とその他の事業の会計を区分

すべきこと及び会計に関する諸記録の整備等が定められているところであるが、

その詳細及び具体的な会計処理に関する取り扱いについては、本指導指針の定

めるところによるものとする。 

なお、本指導指針に定めのない事項については、一般に公正妥当と認められ

る会計の基準に従うものとする。 

 

２ 対象範囲 

本指導指針の対象とする施設又は事業所（以下「施設等」という。）範囲は、

次のとおりとする。ただし、地方公共団体から委託された事業において、特段

の定めがある場合は、この限りでない。 

なお、（1）から（5）までに掲げる施設等において、指定サービス基準に定め

る訪問看護を行う場合は、本指導指針の対象として指定訪問入浴介護に準じて

取り扱うことができる。 

（１）指定施設基準に定める指定介護老人福祉施設 

（２）老人福祉法第 20 条の 6に定める軽費老人ホーム（ケアハウスに限る。） 

（３）軽費老人ホーム（ケアハウスを除く。）であって、指定サービス基準に定

める指定特定施設入所者介護事業を行う施設 

（４）老人福祉法第 20 条の 7の 2に定める老人介護支援センターであって、指

定支援基準に定める指定居宅介護支援事業を行う施設 

（５）指定サービス基準に定める指定居宅サービス事業であって、老人福祉法

施行規則（昭和 38 年厚生省令第 28 号）に基づき事業の開始の届出が必要

な次の事業を行う事業所とする。 

ア 指定訪問介護 



イ 指定通所介護 

ウ 指定短期入所生活介護 

エ 指定痴呆対応型共同生活介護 

（６）指定サービス基準又は指定支援基準に定める次の事業を行う施設等につ

いては、本指導指針に準じて会計処理を行うことができる。ただし、（1）

から（5）までに掲げる施設等が次の事業を行う場合の会計処理については、

この限りでない。 

ア 指定訪問入浴介護 

イ 指定特定施設入所者生活介護（ただし、（3）を除く。） 

ウ 福祉用具貸与 

エ （5）に係る基準該当居宅サービス 

オ （1）から（3）まで及び（5）に掲げる施設等において行う指定居宅介護

支援 

カ 介護保険法第 62 条に基づく市町村特別給付事業 

キ （1）から（5）までの施設又は事業所において行う介護保険に関連する

事業 

 

第２ 介護保険制度下における会計処理について 

１ 会計の区分 

第 1 の 2 に定める指定介護老人福祉施設、指定居宅サービス事業所及び指定

居宅介護支援事業所（以下「指定介護老人福祉施設等」という。）における会計

の区分については、指定施設基準、指定サービス基準及び指定支援基準におい

て、当該施設又は事業の会計とその他の施設又は事業の会計を区分しなければ

ならないと定められているが、その具体的な取扱いは、次によるものとする。

（1）第 1の 2の（1）に定める施設の会計 

第 1の 2の（1）に定める指定介護老人福祉施設の会計は、独立した一つ

の会計の区分（以下「会計区分」という。）にて処理しなければならない。 

なお、当該施設において、同 2 の（5）のアからウまで及び（6）のエか

らキまでに定める事業を行う事業所が併設されている場合又は当該施設で

これらを行う場合は、当該施設の会計区分に含めて会計を処理することが

できる。 

（２）第 1の 2の（2）に定める施設の会計 

第 1 の 2 の（2）に定める軽費老人ホーム（ケアハウスに限る。）の会計

は、独立した一つの会計区分にて処理しなければならない。 

なお、当該施設において、同 2 の（5）のアからウまで及び（6）のイか

らキまでに定める事業を行う事業所が併設されている場合又は当該施設で



これらを行う場合は、当該施設の会計区分に含めて会計を処理することが

できる。ただし、社会福祉法人にあっては、同 2の（6）のウを除くものと

する。 

（３）第 1の 2の（3）又は（4）に定める施設の会計 

第 1 の 2 の（3）又は（4）に定める軽費老人ホーム又は老人介護支援セ

ンターの会計は、それぞれ独立した会計区分にて会計を処理しなければな

らない。 

なお、当該施設において、第 1の 2の（6）のウからキまでに定める事業

を行う事業所が併設されている場合又は当該施設でこれらを行う場合は、

当該施設の会計区分に含めて会計を処理することができる。ただし、社会

福祉法人にあっては、同（6）のウを除くものとする。 

（４）第 1の 2の（5）に定める施設等の会計 

第 1の 2の（5）に定める施設等の会計は、それぞれ独立した会計区分に

て処理しなければならない。 

なお、当該施設等において、同（5）に定める当該事業以外の事業を行う

事業所若しくは同 2の（6）のウからキまでに定める事業を行う施設等が併

設されている場合又は当該施設等でこれらを行う場合は、当該施設等の会

計区分に含めて会計を処理することができ・る。ただし、社会福祉法人に

あっては、同（6）のウを除くものとする。 

また、同２の（5）のア又はイに定める事業を行う社会福祉法人以外の施

設等にあっては、同２の（6）のアに定める事業を行う施設等が併設されて

いる場合は、当該施設等の会計区分に含めて会計を処理することができる。 

（５）第 1の 2の（6）に定める施設等の会計 

第 1の 2の（6）に定める施設等の会計は、それぞれ独立した会計区分に

て処理しなければならない。 

なお、当該施設等において、当該事業以外の同（６）に定める事業を行

う施設等が併設されている場合又は当該施設等でこれらを行う場合は、当

該施設等の会計区分に含めて会計を処理することができる。 

 

２ 会計に関する諸記録の整備等 

（１）会計に関する諸記録の整備 

会計に関する諸記録は、収支計算書、事業活動計算書（損益計算書及び

正味財産増減計算書（フロー式）等を含む。）及び貸借対照表（以下「計算

書類」という。）並びに会計帳簿とし、これらを整備しておかなければなら

ない。 

なお、社会福祉法人及び会計区分ごとに特別な会計として経理を行う民



法第 34 条に規定する法人等以外の法人又は事業所にあっては、計算書類の

うち、収支計算書又は事業活動計算書、及び貸借対照表を省略することが

できる。 

（２）計算書類の様式 

計算書類の様式は、別紙 1のとおりとする。 

 

３ 会計帳簿の備置 

会計帳簿は、1により設定された会計区分ごとに、仕訳日記帳及び総勘定元

帳を作成し、備え置くものとする。 

 

４ 勘定科目及び説明 

勘定科目及び説明は、別紙 2のとおりとする。 

 

５ 会計区分ごとの業務の表示 

会計区分ごとの介護サービス事業（以下「セグメント」という。）を計算書

類において表示する場合は、経常収支差額の内容について行うものとし、そ

の表示方法は別紙 3のとおりとする。 

なお、収入及び支出のセグメントごとの帰属は、当該収入・支出の発生原

因に基づいて決定するものとし、直接的な把握が困難な場合においては、合

理的な按分基準に基づき毎期継続的に配分するものとする。 

 

６ 減価償却について 

指定介護老人福祉施設等が実施する減価償却費の計算は、次によるものと

する。 

（１）減価償却の対象 

耐用年数が 1年以上、かつ、1個又は 1組の金額が10 万円以上の有形固

定資産及び無形固定資産（以下「償却資産」という。）に対して毎期一定の方

法により償却計算を行わなければならない。 

なお、土地など減価が生じない資産（非償却資産）については、減価償却

を行うことができないものとする。 

（２）減価償却の方法等 

ア 減価償却の方法 

減価償却の方法としては、有形固定資産については定額法又は定率法の

いずれかの方法で減価償却計算を行う。また、無形固定資産については定

額法により償却計算を行うものとする。 

なお、償却方法は、会計区分ごと、資産の種類ごとに選択し、適用する



ことができる。また、採用した減価償却方法は、重要な会計方針として計

算書類に記載するとともに、いったん採用した減価償却方法は、毎期継続

して適用しなければならない。 

イ 減価償却計算の単位 

減価償却計算の単位は、原則として資産の種類ごととする。 

（３）残存価額の範囲 

有形固定資産について償却計算を実施するための残存価額は取得価額の

10％とする。耐用年数到来時においても使用し続けている有形固定資産につ

いては、さらに備忘価額（1円）まで償却を行うことができるものとする。 

なお、無形固定資産については、当初より残存価額をゼロとして減価償却

を行うものとする。 

（４）耐用年数 

耐用年数は、原則として「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭

和 40 年大蔵省令第 15 号）によるものとする。ただし、「減価償却資産の耐用

年数等に関する省令」に代えて、別紙 4 の「簡易型耐用年数表」によること

ができるものとする。 

なお、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」においては、指定介護老

人福祉施設など介護保険関係施設等の細目が用意されていないため、その適

用に当たっては、介護老人保健施設又は指定介護療養型医療施設に準じて取

り扱うものとする。 

（５）減価償却計算期間の単位 

減価償却費の計算は、原則として 1 年を単位として行うものとする。た

だし、年度の中途で取得又は売却・廃棄した減価償却資産については、月を

単位（月数は暦にしたがって計算し、1か月に満たない端数を生じた時はこれ

を 1か月とする。）として計算を行うものとする。 

（６）減価償却費の按分の基準 

ア 複数の会計区分に共通して発生する減価償却費のうち、国庫補助金等に

より取得した償却資産に関する減価償却費は、国庫補助金等の補助目的に

沿った会計区分に配分する。 

イ ア以外の複数の会計区分に共通して発生する減価償却費については、利

用の程度に応じた面積、人数等の合理的な基準に基づいて毎期継続的に各

会計区分に配分する。 

なお、セグメントごとの表示に当たっても、同様な基準に基づいて毎期

継続的に行うものとする。 



７ 引当金について 

（１）徴収不能引当金の計上基準 

ア 徴収不能引当金の計上は、原則として、毎会計年度末において徴収する

ことが不可能な債権を個別に判断し、当該債権を徴収不能引当金に計上す

る。 

イ ア以外の債権（以下「一般債権」という。）については、過去の徴収不能

額の発生割合に応じた金額を徴収不能引当金として計上する。 

なお、介護保険事業の開始から5年間に限り、一般債権についてはその3％

を引当金に計上することができるものとする。 

（２）退職給与引当金の処理 

指定介護老人福祉施設等において、掛け金を資産計上することが要求さ

れている退職共済制度に加入している場合には、会計区分ごとに会計年度

末時点における退職給付金として準備すべき金額を合理的に見積もり、退

職給与引当金として計上しなければならない。 

（３）その他の引当金 

その他の引当金については、資本的支出とされる修繕費の支払に対する

準備額を引当金とすることは、本来の引当金の趣旨に反することから、修

繕引当金及びこれに準じる引当金を計上することができないものとする。 

なお、当分の間、その他の引当金としては、賞与引当金のみに限るもの

とする。 

 

８ 純資産の部の取扱い 

（１）基本金 

ア 基本金とは、次に掲げる合計額をいう。 

（ア）施設創設・増築時の土地、建物等の基本財産等の取得を目的として指

定された寄付金 

（イ）（ア）に係る借入金の償還に充てることを指定された寄付金 

（ウ）施設創設時において運転資金に充てるための寄付金 

（エ）定款の定めにより基本財産に組み入れた額 

特に、社会福祉法人においては、（ア）から（ウ）までの寄付金につい

ては、必ず寄付申込書又は贈与契約書を通じて施設創設・増築時には明

確にされているため、原則としてこれらに限定した寄付金とする。 

また、介護保険下における設備の更新、改築等に当たっての寄付金は、

必ずしも要件とならず、また、設備の更新、改築等に当たり寄付金が必

要とされる事態は経常的な資金不足に起因するものとも考えられること

から、当分の間、基本金に含めないものとする。 



イ アの（ア）の金額 

アの（ア）の金額は、原則として建物など固定資産の取得を目的として

指定された寄付金とする。ただし、固定資産とそれ以外に区分することが

できない場合は、当該寄付金を分割することなく全額を基本金として計上

することができる。 

なお、社会福祉法人における寄付金は、施設整備事業における事業計画

及び予算書において明確にされており、従来から他の寄付金とは明確に区

別されているところである。 

ウ アの（イ）の金額 

アの（イ）の金額は、あくまでも寄付金であるため、国庫補助金等によ

り償還されたもの及び自己財源により償還されたものは当該金額に含めな

いものとする。 

エ アの（ウ）の金額 

アの（ウ）の金額は、施設創設時において必要とされる寄付金であり、

施設の増築及び改築時においては必ずしも必要とされる寄付金ではないこ

と。また、当該寄付金は、目的に充当された後、具体的に預金の形で残高

を有していなくても差し支えない。 

オ アの（エ）の金額 

アの（エ）の金額は、基本財産として対応する財産（一般的には預金又

は有価証券）を保有することが必要とされているため、単なる繰越収支差

額の処分を意味するものではないことに留意する。 

カ 基本金の取崩し 

基本金は、原則として取り崩す事態は生じないものとして取り扱うもの

とする。 

なお、特別な事情により基本金を取り崩す事態が生じた場合には、基本

財産の取り崩しと同様、事前に所轄庁に協議させ、内容を審査すること。 

キ 共同募金会からの寄付金の取扱い 

共同募金会から指定寄付金として配分を受ける場合には、法人役員等か

らの寄付金に含めて処理するものとする。 

なお、一般配分金として配分を受ける場合には、経常経費に対する寄付

金収入として取り扱うものとする。 

ク 地方公共団体からの無償譲渡の取扱い 

地方公共団体から無償又は低廉な価額により譲渡された土地、建物の評

価額は、寄付金とせずに、国庫補助金等に含めて取り扱うものとする。 

（２）国庫補助金等の取扱い 

 



ア 国庫補助金等の範囲 

本指導指針にいう国庫補助金等とは、「社会福祉施設等施設整備費及び

社会福祉施設等設備整備費国庫負担（補助）金交付要綱」（平成 3 年 11 月

25 日付厚生省社第 409 号厚生事務次官通知の別紙）（以下「交付要綱」とい

う。）に定める施設整備事業及び設備整備事業に対する補助金など、主とし

て固定資産の取得に充てられることを目的として、国及ぴ地方公共団体等

から受領した補助金、助成金及び交付金等をいう。 

また、国庫補助金等には、自転車競技法第 12 条の 16 第 1 項第 7 号など

に基づいたいわゆる民間公益補助事業に対する助成金等を含むものとする。 

なお、国庫補助金等の具体的な取扱いは、次によるものとする。 

（ア）国庫補助金等は、事業活動計計算上、入金時に、いったん施設整備等

補助金収入として特別収入に計上し、同時に、国庫補助金等特別積立金

繰入額として特別支出に計上する。 

（イ）国庫補助金等は、支出対象経費とされている固定資産の取得ごとの経

費に配分する。 

（ウ）国庫補助金等は、その効果の発現する期間にわたって、支出対象経費

（主として減価償却費をいう。）の期間費用計上に対応して国庫補助金等

特別積立金取崩額を事業活動収入に計上する。 

（エ）施設整備補助金等は、その支出対象経費とされている固定資産の廃棄

等により、その効果が消滅するので、これに対応して国庫補助金等特別

積立金取崩額を特別収入に計上する。 

（オ）非償却資産である土地に対する国庫補助金等は、原則として取崩しと

いう事態は生じず、将来にわたっても純資産に計上する。 

イ 設備資金借入金の償還に係る補助金の取扱い 

（ア）設備資金借入金の返済時期に合わせて執行される補助金等のうち、実

質的に建設助成又は施設整備補助に相当するものは、国庫補助金等とす

る。 

（イ）国庫補助金等は、実際に償還補助があったときに当該金額を国庫補助

金等特別積立金に繰り入れるものとする。 

なお、国庫補助金等の経費への配分については、適正なコスト計算の

観点から、当初から借入金の償還補助の総額の補助金の受入れがあった

ものと見なした金額（以下「償還補助総額」という。）を基礎として、ア

の（イ）に準じて配分することができるものとする。 

（ウ）国庫補助金等特別積立金の取崩額の計算に当たっては、償還補助総額

を基礎としてアの（ウ）に準じて行うものとする。 

（エ）計画どおりに国庫補助金等が入金されなかった場合の国庫補助金等に



ついては、差額部分を当初の予定額に加減算して、再度配分計算を行う

ものとする。 

ただし、当該金額が僅少な場合は、再計算を省略することができるも

のとする。 

（オ）設備資金借入金の償還補助が打ち切られた場合の国庫補助金等につい

ては、差額部分を当初予定額に加減算して再配分計算をし、経過期間分

の修正を当該会計年度に帰属する損益として処理するものとする。 

なお、当該金額が重要な場合には、特別収支の部に記載するものとす

る。 

（カ）国庫補助金等は、事業活動計算書上、実際に償還補助があったときに

当該金額を施設整備等補助金収入として特別収入に計上する。また、当

該金額を国庫補助金等特別積立金繰入額として、特別支出に計上する。 

なお、収支計算書上、国庫補助金等は財務活動等収入に計上し、また、

借入金の返済額は財務支出に計上するものとする。 

（３）その他の積立金計上の要件 

事業活動計算書においてその他の積立金繰入額を計上する場合には、収

支計算書上、積立金との関係を明らかにする名称を付して積立金と同額の

積立預金支出を資金収支計算書に計上しなければならない。 

 

９ 特例事項について 

（１）指定介護老人福祉施設等を行う社会福祉法人以外の法人等においては、

会計処理上、8に定める純資産の部の取扱いによりがたい場合は、一般に公

正妥当と認められる会計の基準によることができるものとする。 

（２）社会福祉法人の会計処理に当たっては、別紙 2 に定める勘定科目のうち

役員報酬など法人本部に帰属する経費を各会計区分に計上することができ

ないものとする。 

ただし、当該会計区分に社会福祉事業に該当する事業が含まれていないも

のは、この限りでない。 

 

第３ 移行時の会計処理について 

介護保険制度下における会計処理については、第 1 及び第 2 に示されて

いるところであるが、円滑な介護保険制度下における会計処理への移行に

伴い、社会福祉法人等が行う指定介護老人福祉施設等の移行時における会

計処理は、次によるものとする。 

なお、第 3 の移行時の会計処理において定めのない事項については、移

行時の前に採用している会計処理方法を第 1 及び第 2 に定める会計処理方



法に調整する必要が生じるが、その際、それぞれの会計処理方法の差異を

十分考慮し、適切な方法により行うものとする。 

 

１ 移行時の事務処理 

移行時において、行わなければならない事務処理は、次のとおりである。 

（１）指定介護老人福祉施設等の会計処理を実施すべき会計区分の整理 

（２）減価償却制度導入に伴う資産等の調整 

（３）国庫補助金等特別積立金の金額の確定のための調整 

（４）基本金の金額の確定のための調整 

（５）従来の引当金の取扱いに関する変更 

（６）設備資金借入金に関する調整 

（７）繰越金等の引継に関する調整 

 

２ 指定介護老人福祉施設等の会計処理を実施すべき会計区分の整理 

（１）会計区分の形成 

指定介護老人福祉施設等は、その会計処理を第２により実施するため、

移行時において当該会計区分における貸借対照表の各勘定残高を確定しな

ければならない。 

ついては、会計区分ごとに「社会福祉法人経理規程準則」（昭和 51 年 1

月 31 日社施第 25 号厚生省社会局長・児童家庭局長連名通知の別紙 1）（以

下「経理規程準則」という。）等に基づいて行われていた平成 11 年度末に

おける施設会計等（以下「旧施設会計」という。）及び本部会計（以下「旧

本部会計」という。）のすべての勘定を分解又は集合させるための勘定残高

精算集計表を別紙５により作成する。 

（２）作成されるべき精算集計表 

会計区分は第 2 の 1 により取り扱われるため、（1）の勘定残高精算集計

表はその会計区分ごとに作成する。 

（３）引き継ぐべき勘定科目の整理 

ア 旧施設会計における資産・負債の取扱い 

会計区分を設定する場合には、該当する旧施設会計における勘定残高を

集約して貸借対照表を作成する。 

イ 旧本部会計における流動資産・流動負債の取扱い 

旧本部会計における流動資産及び流動負債の勘定残高のうち、アによ

り設定された会計区分に関連する勘定残高については、該当する会計区

分に引き継ぐものとする。 



なお、指定介護老人福祉施設等のみを経営する法人においてもいずれ

の指定介護老人福祉施設等とも個別的・直接的な関連を有しないため分

割不能な勘定残高については、指定介護老人福祉施設等の会計区分には

含まないものとする。 

ウ 旧本部会計における固定資産・固定負債の取扱い 

旧本部会計における固定資産及び固定負債の勘定残高のうち、指定介

護老人福祉施設等に関連する勘定残高については、該当する会計区分に

引き継ぐものとする。 

なお、指定介護老人福祉施設等のみを経営する法人においても、いず

れの指定介護老人福祉施設等とも個別的・直接的な関連を有しないもの

については、指定介護老人福祉施設等の会計区分には含まないものとす

る。 

エ 土地の会計区分ごとの分割方法 

旧本部会計における土地については、施設認可面積など適切な基準に

基づいて会計区分に帰属する部分の土地を分割して計上する。 

 

３ 減価償却制度導入に伴う資産等の調整 

（１）資産毎の取得価額の確定について 

ア 取得価額の確定における原則的取扱い 

減価償却計算の基礎となる資産の取得価額は、原則として移行時の旧帳

簿価額によることとする。 

イ 取得価額の把握の単位 

減価償却対象資産の取得価額の確定は、少なくとも第 2の 6の（2）のイ

による減価償却計算の単位ごとに資産の取得価額を把握するものとする。 

ウ 建物等の取得価額の把握 

建物及び建物付属設備については、施設整備時における請負工事見積

書、決算書及び事業完了報告書等に基づき、イの減価償却計算の単位ご

とに取得価額を確定するものとする。ただし、適切な情報の不存在等に

よって取得価額を減価償却計算の単位ごとに把握することができない場

合には、一括して建物の取得価額とする。 

（２）資産毎の耐用年数の決定について 

ア 耐用年数の決定における原則的取扱い 

指定介護老人福祉施設等における減価償却計算実施において使用する耐

用年数は、第 2の 6の（4）によるものとする。 

イ 建物等に対する耐用年数の決定 



（1）のウのただし書により減価償却を行う場合には、建物本体の耐用年

数により減価償却を行うものとする。 

（３）移行時における過年度分の償却累計額の計算について 

（1）及び（2）により確定した各々の資産の取得価額及び耐用年数と、

各償却資産の移行時点での経過年数により移行時における過年度分の減価

償却累計額の計算を行うものとする。 

この場合において、個別に各年度毎の減価償却費を算定することに代え

て別紙 6 に定める残価率表により移行時における帳簿価額を算定し、取得

価額との差額を減価償却累計額とすることができる。 

なお、経過年数の計算は、原則として年を単位として行うものとする。

ただし、年度途中にて取得した資産については、月を単位（月は暦にした

がって計算し、1 か月に満たない端数を生じた時はこれを 1 か月とする。）

として計算することができるものとする。 

 

４ 国庫補助金等特別積立金の金額の確定のための調整 

（１）把握すべき国庫補助金等の内容 

ア 国庫補助金等の内容 

貸借対照表上の純資産の部に記載されるべき国庫補助金等とは、第 2

の 8の（2）のア及びイに定める補助金等をいう。 

イ 国庫補助金等の支出対象経費 

国庫補助金等の支出対象経費は、第 2の 8の（2）のアに定める国庫補

助金等に対応する経費とする。 

ウ 把握すべき国庫補助金等の範囲 

移行時において貸借対照表の純資産の部に計上されるべき国庫補助金

等の対象とされるものの範囲は、現存する建物、固定資産物品及びその

他の固定資産にかかわる国庫補助金等に限るものとする。 

なお、資産の価額に計上されていない大規模修繕等に係る支出に対応

する国庫補助金等については、当該金額から除外する。 

上記対象資産における国庫補助金等は、施設、設備整備事業に係る事

業完了報告書に記載されているので、当該事業に係る事業計画書、決算

書及び事業完了報告書等により国庫補助金等の総額を把握する。 

（２）国庫補助金等の各支出対象経費への配分 

ア 原則的配分の基準 

 



国庫補助金等の配分は、第 2の 8の（2）のアの（イ）によるものとす

る。 

イ 設備資金借入金の償還に係る補助がある場合の配分方法 

地方公共団体からの補助金等において、設備資金借入金の償還補助に相

当するものが当該補助金に含まれている場合の配分は、第 2の 8の（2）

のイの（イ）によるものとする。 

（３）移行時の国庫補助金等特別積立金の金額の確定 

ア 原則的な取崩額算定の基準 

固定資産に配分された国庫補助金等は、経過期間に対応する取崩額を

減価償却累計額の計算に対応して算定するものとする。 

イ 設備資金借入金償還財源補助がある場合の取崩額の算定と貸借対照表

価額 

設備資金借入金償還財源補助がある場合の国庫補助金等の取崩額の算

定は、第 2の 8の（2）のイの（ウ）により行うものとする。 

また、移行時における貸借対照表上の純資産の部の国庫補助金等特別

積立金の額は、国庫補助金等がいまだ入金されていない金額を含んで取崩

しが先行するため、既に入金済みの国庫補助金等の総額から第２の８の（2）

のイの（ウ）により計算された額の累計額を控除した金額とする。 

なお、控除後の金額が負数になった場合には、負数の金額を国庫補助金

等特別積立金として計上する。 

ウ 設備資金借入金の償還に係る補助が既に打ち切られている場合の処理 

設備資金借入金の償還に係る補助が既に打ち切られている場合には、

（２）のイによる計算を実際に入金された国庫補助金等の額に置き換えて

計算を行うものとする。 

エ 廃棄・売却されている償却資産に配分された国庫補助金等の取崩し 

移行時において既に廃棄又は売却されている償却資産に配分された国庫

補助金等は、既に全額取り崩されたものとして取り扱うものとする。 

（４）特例事項 

移行時における国庫補助金等特別積立金の取扱いが示されているものに

ついては、それによることができるものとする。 

 

５ 基本金の金額の確定のための調整 

（１）第 2の 8の（1）のアの（ア）の寄付金の額の特定 

ア 寄付金の支出対象範囲について 

寄付金の支出対象経費は、基本財産のみならず、初度調弁費（交付要

綱の第 2の 4に定める初度設備整備をいう。）を含むため、結果として土



地、建物、固定資産物品のみならず消耗品費等が含まれることとなる。 

イ 寄付金の範囲 

寄付金の範囲は、法人設立時又は施設創設時若しくは増築時における

寄付金としているので、改築時の寄付金は含まないものとする。 

ウ 原則的方法 

寄付金は、法人設立時又は施設創設時若しくは増築時において施設単

位に施設・設備整備事業計画書、決算書及び事業完了報告書等において

明らかにされている金額であるため、当該資料から該当する金額を把握

するものとする。 

なお、増改築における寄付金は、増築部分に係る寄付金に限るものと

する。また、大規模修繕等を移行時以前に実施している場合でも、大規

模修繕等に係る寄付金部分は含まないものとする。 

エ 法人設立等の時期が古いために原則的方法によることができない場合 

法人の設立又は施設の開設の時期が古いために当時の施設整備事業計

画書、決算書及び事業完了報告書等から適切な情報が入手できない場合

には、移行時における貸借対照表に計上されている建物等に係る施設整

備事業（施設の改築を含む。）における寄付金の額によることができる。 

オ 土地の寄付金額 

土地を寄付された場合の基本金となるべき金額は、移行時における帳

簿価額とし、評価替えは行わないものとする。 

（２）第 2の 8の（1）のアの（イ）の寄付金の額の特定 

ア 寄付金の範囲 

寄付金の範囲は、あくまでも設備資金借入金の償還に係る寄付金であ

り、かつ、施設創設又は増築に際しての借入金に対する寄付金であるた

め、培改築については増築部分に係る借入金に限られるものである。た

だし、（1）の金額の把握に当たり（1）のエによった場合には、増改築に

おける寄付金を増築部分に区分しなくても差し支えない。 

イ 原則的方法 

施設整備事業に係る借入金償還計画表の贈与契約欄の金額のうち実行

された寄付金の累計額とする。 

ウ 移行時の特例 

移行時において、過去における借入金の償還状況の調査が困難なため

十分に根拠を示すことができない場合には、借入金の償還計画に基づき

贈与契約又は寄付申込書により予定されている寄付金による償還が実施

されたものとして取り扱うことができるものとする。 

（３）第 2の 8の（1）のアの（ウ）の寄付金の額の特定 



ア 寄付金の範囲 

寄付金の範囲は、「社会福祉法人審査要領」（昭和 62 年 2 月 4 日社庶第

23 号厚生省社会局庶務課長・児童家庭局企画課長連名通知の別添）の第

2の（3）に定める「設立時における法人の年間事業費の 12 分の 1以上に

相当する現金、普通預金又は当座預金等」のうち、当該会計区分に帰属

する寄付金とする。 

イ 寄付金の存在形態 

アの金額は、その後、法人において預金の形で残高を有しているか否

かにかかわらず、基本金としての性格を有するものとして取り扱うもの

とする。 

ウ 簡便的な取扱い 

アの寄付金部分を法人設立後、運転資金積立金又は運用財産基金とし

て特定預金を有している場合には、アの金額に代えて当該特定預金の金

額をもって基本金の額として取り扱って差し支えない。 

エ 移行時の特例 

施設の開設の時期が古いために原則的方法によることができない場合

には、施設開設年度における施設会計の施設運営費収入の１か月分相当

額によることができるものとする。 

（４）第 2の 8の（1）のアの（エ）の金額の特定 

定款の定めにより基本財産に組み入れた額は、移行時の貸借対照表に基

本財産として計上されている預貯金及び有価証券（投資有価証券を含む。）

のうち、当該会計区分に帰属する預貯金及び有価証券とする。 

（５）特例事項 

移行時における基本金の取扱いが示されているものについては、それに

よることができるものとする。 

 

６ 従来の引当金の取扱に関する変更 

経理規程準則において引当金とされていた人件費引当金、備品等購入引当

金、修繕引当金及び特定引当金については、「特別養護老人ホームにおける繰

越金等の取扱い等について」（平成 12 年 3 月 10 日老発第 188 号厚生省老人保

健福祉局長通知）（以下「局長通知」という。）に基づき、今後、すべて積立

金として処理されることになるため、当該引当金の残高は、いったん繰越金

に振り替えるものとする。 

なお、引当金に係る特定預金が貸借対照表に計上されている場合は、当該

特定預金を支払資金（流動資産）に振り替えるものとする。 

 



７ 設備資金借入金に関する調整 

設備資金借入金は、移行時の帳簿価額により引き継ぐものとする。また、

設備資金借入金に対応して生じる固定負債積立金については、移行時の調整

に伴い、その残高はゼロとする。 

 

８ 前期繰越活動収支差額等の引継に関する計算と表示 

（１）収支計算書上の前期末支払資金残高の調整 

収支計算書上の移行時における支払資金残高は、旧施設会計における繰

越金と同額であるが、局長通知及び本指導指針による調整を行うため、平

成 12 年度の前期末支払資金残高について、その調整過程を別紙 7の「前期

末支払資金残高の調整表（以下「調整表」という。）により表示するものと

する。 

なお、収支計算書の表示に当たっては、当該計算書に調整表を添付又は

注記するものとする。 

（２）事業活動計算書上の前期繰越活動収支差額の設定 

ア 平成 12 年度の事業活動計算書上の前期繰越活動収支差額には、移行時

における構成要素を次に掲げる内容ごとに別紙 8 の「前期繰越活動収支

差額の設定表」（以下「設定表」という。）により表示するものとする。 

なお、事業活動計算書の表示に当たっては、当該計算書に設定表を添

付又は注記するものとする。 

（ア） 旧施設会計における引当金・繰越金の合計額 

（イ） 指定介護老人福祉施設等に関連する旧本部会計の資産・負債項目を

受け入れたことによる繰越金 

（ウ） 基本財産基金、運用財産基金、固定負債積立金等のいわゆる切り返

し仕訳により生じた勘定科目を移行することによる変更 

（エ） 過年度の減価償却累計額の受入れによる変更額 

（オ） 過年度の国庫補助金等特別積立金の取崩しによる変更額 

（カ） 移行時特別積立金の額 

イ 移行時特別積立金の額は、アの（ア）及び（ウ）から（オ）までの合

計額とする。 

（３）移行時特別積立預金の計上 

ア 移行時特別積立預金は、原則として移行時特別積立金から局長通知の

第 2の 4の（3）のイの運転資金に係る移行時特別調整額を控除して設定

するものとする。 

イ アの金額が（1）に係る移行時特別積立預金控除前の支払資金残高に満

たない場合には当該金額を限度とする。 



ウ ア及びイにより移行時特別積立金に満たない移行時特別積立預金の額

については、貸借対照表の脚注にその内容を付して記載するものとする。 

（４）減価償却積立預金の計上 

（1）に係る移行時特別積立預金控除前の支払資金残高から移行時特別積

立金の額を控除した額に残額が生じる場合は、局長通知の第 1の 3の（2）

の減価償却積立預金の設定に当たり、当該残額と（2）のアの（エ）の金額

のいずれか少ない額をもって減価償却積立預金の額として計上するものと

する。 



    別紙１-１ 

収 支 計 算 書 
自平成 年 月 日   至平成 月 月 日 

 

（会計区分名）           

 
勘    定    科    目 予  算 決  算 差  異 備  考 

介護福祉施設介護料収入 
介護報酬収入 
利用者負担金収入 
基本食事サービス料収入 
居宅介護料収入 
介護報酬収入 
利用者負担金収入 
居宅介護支援介護料収入 
利用者等利用料収入 
 介護福祉施設利用料収入 
 居宅介護サービス利用料収入 
 管理費収入 
 その他の利用料収入 
その他の事業収入 
 補助金収入 
 市町村特別事業収入 
 受託収入 
寄付金収入 
借入金利息補助金収入 
受取利息配当金収入 
雑収入 

    収
入 

     経常活動収入計 ①     

経
常
活
動
に
よ
る
収
支 

支
出 

人件費支出 
役員報酬 
職員俸給 
職員諸手当 
非常勤職員給与 
退職金 
退職共済掛金 
法定福利費 
経費支出 
（直接介護支出） 
 給食材料費 
 介護用品費 
 教養娯楽費 
 医薬品費 
 日用品費 
 被服費 
 消耗器具備品費 
 保健衛生費 
 車輛費 
 光熱水費 
 燃料費 
 本人支給金 
葬祭費 

    



(一般管理支出) 
 福利厚生費 
旅費交通費 
研修費 
通信運搬費 
事務消耗品費 
印刷製本費 
広報費 
会議費 
修繕費 
保守料 
賃借料 
保険料 
渉外費 
諸会費 
租税公課 
委託費 
雑 費 
借入金利息支出 

    
 

経常活動支出計 ②     

 
 

経常活動資金収支差額③(①-②)     
設備資金借入金収入 
施設整備等補助金収入 
施設整備等寄付金収入 
固定資産売却収入 
器具及び備品売却収入 
車輌運搬具売却収入 
○○売却収入 

    収
入 

     施設整備等収入計 ④     
固定資産取得支出 
土地取得支出 
建物取得支出 
器具及び備品取得支出 
車輌運搬具取得支出 
○○取得支出 

    支
出 

     施設整備等支出計 ⑤     

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支 

施設整備等資金収支差額 ⑥(④-⑤)     
長期運営資金借入金収入 
投資有価証券売却収入 
設備資金借入金元金償還補助金収入 
設備資金借入金元金償還寄付金収入 
長期運営資金元金償還寄付金収入 
積立預金取崩収入 
移行時特別積立預金取崩収入 
○○積立預金取崩収入 
他会計区分繰入金収入 
会計区分外繰入金収入 
その他の収入 

    収
入 

     財務活動等収入 ⑦     

財
務
活
等
動
に
よ
る
収
支 
支
出 

設備資金借入金元金償還金支出 
長期運営資金借入金元金償還金支出 
投資有価証券取得支出 
積立預金支出 
他会計区分繰入金支出 
会計区分外繰入金支出 

    



その他の支出     
 
     財務活動等支出計 ⑧      

財務活動等資金収支差額 ⑨(⑦-⑧)     
予備費 ⑩     
当期資金収支差額合計 ⑪(③+⑥+⑨-⑩)     
前期末支払資金残高 ⑫     
当期末支払資金残高 ⑬(⑪+⑫)     
 
 
（注）平成１2年度における移行時の特例として、「前期末支払資金残高 ⑫」を「調整後前期末支払資金
残高 ⑫」に読み替えるものとする。 



別紙１－２ 

事  業  活  動  計 算 書 
自平成 年 月 日   至平成 月 月 日 

 

（会計区分名）           

 
勘    定    科    目 前年度 当年度 増 減 備  考 

介護福祉施設介護料収入 
介護報酬収入 
利用者負担金収入 
基本食事サービス料収入 
居宅介護料収入 
介護報酬収入 
利用者負担金収入 
居宅介護支援介護料収入 
利用者等利用料収入 
 介護福祉施設利用料収入 
 居宅介護サービス利用料収入 
 管理費収入 
 その他の利用料収入 
その他の事業収入 
 補助金収入 
 市町村特別事業収入 
 受託収入 
国庫補助金等特別積立金取崩額 
(介護報酬査定減) 

    収
入 

     事業活動収入計 ①     
事
業
活
動
収
支
の
部 

支
出 

人件費 
役員報酬 
職員俸給 
職員諸手当 
非常勤職員給与 
退職金 
退職共済掛金 
法定福利費 
経 費 
(直接介護費） 
 給食材料費 
 介護用品費 
 教養娯楽費 
 医薬品費 
 日用品費 
 被服費 
 消耗器具備品費 
 保健衛生費 
 車輌費 
 光熱水費 
 燃料費 
 本人支給金 
葬祭費 
(一般管理費) 
 福利厚生費 

    



旅費交通費 
研修費 
通信運搬費 
事務消耗品費 
印刷製本費 
広報費 
会議費 
修繕費 
保守料 
賃借料 
保険料 
渉外費 
諸会費 
租税公課 
委託費 
雑 費 
減価償却費 
徴収不能額 
引当金繰入 
 徴収不能引当金繰入 
 賞与引当金繰入 
 退職給与引当金繰入 

    
 

事業活動支出計 ②     

 
 

事業活動収支差額 ③(①-②)     
借入金利息補助金収入 
受取利息配当金収入 
有価証券売却益 
寄付金収入 
雑収入 

    収
入 

     事業活動外収入計 ④     
借入金利息 
有価証券売却損 
資産評価損 
雑損失 

    支
出 

     事業活動外支出計 ⑤     

事
業
活
動
外
収
支
の
部 

事業活動外収支差額 ⑥(④-⑤)     
経常収支差額 ⑦(③+⑥)     

特
別
収
支
の
部 

施設整備等補助金収入 
施設整備補助金収入 
設備整備補助金収入 
設備資金借入金元金償還補助金収入                     
施設整備等寄付金収入 
施設整備等寄付金収入 
設備資金借入金元金償還寄付金収入 
固定資産受贈額 
固定資産売却益 
器具及び備品売却益 
車輌運搬具売却益 
○○売却益 
国庫補助金等特別積立金取崩額 
他会計区分繰入金収入 
会計区分外繰入金収入 
その他の特別収入 

    

 

収
入 

     特別収入計 ⑧     



 
支
出 

基本金組入額 
国庫補助金等特別積立金繰入額 

    

固定資産除売却損 
器具及び備品売却損・処分損 
車輌運搬器具売却益・処分損 
他会計区分繰入金支出 
会計区分外繰入金支出 
その他の特別損失 

    
 

特別支出計 ⑨     

 

特別収支差額 ⑩(⑧-⑨)     
当期活動収支差額 ⑪(⑦+⑩)     
前期繰越活動収支差額 ⑫     
基本金取崩額 ⑬     
基本金組入額 ⑭     
その他の積立金取崩額 ⑮     
その他の積立金繰入額 ⑯     
次期繰越活動収支差額 ⑰(⑪+⑫+⑬-⑭+⑮-⑯)     
 
 



別紙１-３ 

貸借対照表 
平成○年○月○日現在 

 

（会計区分名）           

 

勘 定 科 目 
前年
度 
当年
度 
増減 勘 定 科 目 

前年
度 
当年
度 
増減 

資  産  の  部 負  債  の  部 

流動資産    流動負債    
  現金預金 
  有価証券 
  未収金 
 未収補助金 
  貯蔵品 
  立替金 
  前払金 
 他会計区分貸付金 
  仮払金 
  その他の流動資産 

   

  短期運営資金借入金 
  未払金 
 施設整備等未払金 
  預り金 
  前受金 
 他会計区分借入金 
  仮受金 
  ○○引当金 
  その他の流動負債 

   

固定資産    固定負債    

 基本財産    
  土地 
  建物 
  基本財産特定預金    

  設備資金借入金 
  長期運営資金借入金 
 長期預り金 
  退職給与引当金 
  ○○引当金 
 その他の固定負債 

   

その他の固定資産    負債の部の合計    

純  資  産  の  部 
基本金    
国庫補助金等特別積立金    

その他の積立金    
移行時特別積立金  
○○積立金 
 

   

次期繰越活動収支差額    
 次期繰越活動収支差額 
 (うち当期活動収支差額)    

  土地 
建物 
  構築物 
  機械及び装置 
  車輌運搬具 
  器具及び備品 
  建設仮勘定 
  権利 
  投資有価証券 
  移行時特別積立預金 
 移行時減価償却特別積立預金 
  ○○積立預金 
  その他の固定資産 

   

純資産の部合計    

資産の部合計    負債及び純資産の部合計    

（注） 期末残高が予定されていない勘定科目は、省略した。 

脚注 

1．減価償却費の累計額    ＊＊＊円 

  2．徴収不能引当金の額    ＊＊＊円 



 3．移行時特別積立預金の積立不足額    ＊＊＊円 



別紙２－１  
収支計算書勘定科目の説明 

1．収入の部 

勘定科目 
大区分 中区分 

説         明 

＜経常活動による収入＞ 
介護福祉施設介護料
収入 
 
 
居宅介護料収入 
 
 
 
居宅介護支援介護料
収入 
 
利用者等利用料収入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
その他の事業収入 
 
 
 
寄付金収入 
 
借入金利息補助金収
入 
 
受取利息配当金収入 
 
雑収入 

介護報酬収入 
利用者負担金収入 
基本食事ｻｰﾋﾞｽ料収入 
 
介護報酬収入 
利用者負担金収入 
 
 
居宅介護支援介護料
収入 
 
介護福祉施設利用料
収入 
  
居宅介護サービス利
用料収入 
 
管理費収入 
  
 
その他の利用料収入 
  
 
 
補助金収入 
市町村特別事業収入 
受託収入 
 
寄付金収入 
 
借入金利息補助金収
入 
 
受取利息配当金収入 

介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護福
祉施設サービス費、旧措置入所者介護福祉施設サービス
費、初期加算、退所時等相談援助加算等をいう。 
 
介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する訪問介
護費、訪問入浴介護費、通所介護費、短期入所者生活介護
費等をいう。 
 
介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する居宅介
護支援費をいう。 
 
利用者が選定した室料差額、特別食事料、理美容料、日常
生活サービス料等いう。 
 
利用者が選定した送迎費、食材料、おむつ料、日常生活サ
ービス料等をいう。 
 
軽費老人ホーム(ケアハウスに限る。)等における管理費収
入(一括徴収の償却額を含む。)をいう。 
 
前記のいずれかの利用料にも利用者等からの利用料をい
う。なお、軽費老人ホームにあっては、費用徴収額を含む
ものとする。 
 
介護保険法に基づく又は関連する事業であって、施設又は
事業所で行うことが認められる補助金等の事業及び介護
保険関連の受託事業収益をいう。 
 
経常経費に対する寄付金及び寄付物品をいう。 
 
施設整備等の設備投資に借入金利息に係る地方公共団体
からの補助金等による収入をいう。 
 
預貯金、有価証券等の利息及び配当金等の収入をいう。 
 
前記のいずれの勘定科目にも属さない収入をいう。 

<施設整備等による収入> 

設備資金借入金収入 
 
 
施設整備等補助金収
入 
 
施設整備等寄付金収
入 
固定資産売却収入 

設備資金借入金収入 
 
 
施設整備等補助金収
入 
 
施設整備等寄付金収
入 
器具及び備品売却収
入 

設備(施設整備及び設備整備)資金のための社会福祉・医療
事業部団等からの借入金の受入額をいう。 
 
施設整備及び設備整備に係る地方公共団体等からの補助
金等による収入をいう。 
 
施設整備及び設備整備に係る寄付金をいう。 
 
器具及び備品を売却した場合の売却収入をいう。 
 



車輌運搬具売却収入 
 
○○売却収入 

車輌運搬具を売却した場合の売却収入をいう。 
 
売却資産の名称等売却の内容を示す名称を付した科目で
記載する。 

<財務活動等による収入> 

長期運営資金借入金
収入 
 
投資有価証券売却収
入 
設備資金借入金元金
償還補助金収入 
 
 
設備資金借入金元金
償還寄付金収入 
 
長期運営資金元金償
還寄付金収入 
 
積立預金取崩収入 
 
 
 
 
他会計区分繰入金収
入 
会計区分外繰入金収
入 
その他の収入 

運転資金借入金収入 
 
 
投資有価証券売却収
入 
設備資金借入金元金
償還補助金収入 
 
 
設備資金借入金元金
償還寄付金収入 
 
長期運営資金元金償
還寄付金収入 
 
移行時特別積立預金
取崩収入 
○○積立預金取崩収
入 
 
他会計区分繰入金収
入 
会計区分外繰入金収
入 
その他の収入 

長期運営資金(設備資金を除く。)のための借入金の受入額
をいう。 
 
投資有価証券を売却した場合の売却収入をいう。 
 
施設整備及び設備整備に係る補助金等のうち、実質的に設
備（施設整備及び設備整備）資金の借入金に対する元金償
還の補助に相当する補助金等収入をいう。 
 
設備(施設整備及び設備整備)資金の借入金に対する元金
償還を目的とした寄付金をいう。 
 
長期運営資金の借入金に対する元金償還を目的とした寄
付金をいう。 
 
移行時特別積立預金の取崩収入をいう。 
 
積立預金の取崩収入をいう。なお、積立預金の名称を付し
た科目で記載する。 
 
他の会計区分からの繰入金収入をいう。 
 
他の会計区分以外からの繰入金収入をいう。 
 
前記のいずれの勘定科目にも属さない特別収入をいう。 

  

２．支出の部 

勘定科目 
大区分 中区分 

説         明 

＜経常活動による支出＞ 
人件費支出 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

役員報酬 
 
職員俸給 
 
職員諸手当 
 
非常勤職員給与 
 
退職金 
 
 
退職共済掛金 
 
 
法定福利費 
 
 
 

法人役員に支払う報酬、諸手当をいう。 
 
常勤職員に支払う俸給をいう。 
 
常勤職員に支払う諸手当をいう。 
 
非常勤職員に支払う給与をいう。 
 
法人又は施設等の職員退職給与制度により退職給与とし
て支払う金額をいう。 
 
法人又は施設等が加入している退職共済制度に基づいて
法人又は施設等が負担する掛金をいう。 
 
法令に基づいて事業主が負担する健康保険料、厚生年金保
険料、雇用保険料等の費用をいう。 
 



経費支出 
(直接介護支出) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(一般管理支出) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
給食材料費 
 
 
 
介護用品費 
 
 
教養娯楽費 
 
 
医薬品費 
 
 
日用品費 
 
 
被服費 
 
 
消耗器具備品費 
 
 
保健衛生費 
 
 
 
車輌費 
 
 
光熱水費 
 
燃料費 
 
本人支給金 
 
 
葬祭費 
 
 
福利厚生費 
 
 
旅費交通費 
 
研修費 
 
通信運搬費 
 
 
事務消耗品費 
 
 
印刷製本費 
 

 
 
食材及び食品の費用をいう。なお、給食業務を外部委託し
ている施設又は事業所にあっては、材料費を計上するこ
と。 
 
利用者の処遇に直接使用するおむつ、タオル等の介護用品
の費用をいう。 
 
利用者のための新聞雑誌等の購読、娯楽用品の購入及び行
楽演芸会等の実施のための費用をいう。 
 
利用者のための施設内又は事業所内の医療に要する医薬
品、衛生材料等の費用をいう。 
 
利用者に現物で給付する身のまわり品、化粧品などの日用
品(介護用品を除く。)の費用をいう。 
 
利用者の衣類、寝具等(介護用品及び日用品を除く。)の購
入のための費用をいう。 
 
利用者の処遇に直接使用する介護用品以外の消耗品、器具
備品で、固定資産の購入に該当しない費消額をいう。 
 
利用者の健康診断の実施、施設内又は事業所内の消毒等に
要する費用及び医療機関で診療を受けたときの費用をい
う。 
 
乗用車、送迎用自動車等の燃料費、車輌検査等の費用をい
う。 
 
電気、ガス、水道等の使用料をいう。 
 
灯油、重油等の燃料費(自動車等の燃料費を除く。)をいう。 
 
利用者に小遣い、その他の経費として現金支給するための
費用をいう。 
 
利用者が死亡したときの葬祭に要する費用をいう。 
 
 
役員・職員の健康診断その他福利厚生のための費用をい
う。 
 
業務に係る役員・職員の出張旅費及び交通費をいう。 
 
役員・職員に対する教育訓練に直接要する費用をいう。 
 
電話、電報、ファックスの使用料及び切手代、葉書代その
他通信・運搬に要する費用をいう。 
 
事務用に必要な器具什器のうち、固定資産の購入に該当し
ないものの費消額をいう。 
 
事務用に必要な書類、諸用紙、関係資料などの印刷及び製
本に要する費用をいう。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
借入金利息支出 

広報費 
 
 
会議費 
 
修繕費 
 
 
 
保守料 
 
賃借料 
 
 
保険料 
 
渉外費 
 
 
諸会費 
 
租税公課 
 
委託費 
 
 
 
 
雑費 
 
借入金利息 

施設及び事業所の広告料、パンフレットの作成等に要する
費用をいう。 
 
会議時における茶菓子代、食事代等の費用をいう。 
 
 
建物、器具及び備品等の修繕又は模様替の費用をいう。た
だし、建物、器具及び備品を改良し、耐用年数を延長させ
るような資本的支出を含まない。 
 
建物附属設備、各種機器等の保守・点検料等をいう。 
 
器具備品等のリース料・レンタル料、事業所等の借上等の
賃料をいう。 
 
火災保険料、自動車損害賠償責任保険料等の費用をいう。 
 
創立記念日等の式典、慶弔、広報活動(広報費に属する費
用を除く。)等に要する費用をいう。 
 
各種組織への加盟等に伴う会費、負担金等の費用をいう。 
 
施設又は事業所が負担する租税公課をいう。 
 
洗濯、清掃、夜間警備及び給食(給食材料費を除く。)など
施設の業務の一部を他に委託するための費用（保守料を除
く。）をいう。 
 
前期のいずれの勘定科目にも属さない費用をいう。 
 
施設整備等資金借入金、長期運営資金借入金及び短期運営
資金借入金の利息をいう。 

<施設整備等による支出> 

固定資産取得支出 土地取得支出 
 
建物取得支出 
 
器具及び備品取得支
出 
 
車輌運搬具取得支出 
 
○○取得支出 

土地を取得するための支出をいう。 
 
建物を取得するための支出をいう。 
 
固定資産に計上される器具及び備品を取得するための支
出をいう。 
 
車輌運搬具を取得するための支出をいう。 
 
取得資産等の内容を示す名称を付した科目で記載する。 

<財務活動等による支出> 

整備資金借入金元金
償還金支出 
 
長期運営資金借入金
元金償還金支出 
 
投資有価証券取得支
出 
積立預金支出 
 

設備資金借入金元金
償還金支出 
 
長期運営資金借入金
元金償還金支出 
 
投資有価証券取得支
出 
○○積立預金支出 
 

設備(施設整備及び設備整備)資金の借入金による元金償
還額をいう。 
 
長期運営資金（設備資金を除く。）の借入金による元金償
還額をいう。 
 
投資有価証券を取得するための支出をいう。 
 
積立預金への積立による支出をいう。なお、積立預金の目
的を示す名称を付した科目で記載する。 



他会計区分繰入金支
出 
会計区分外繰入金支
出 
その他の支出 

他会計区分繰入金支
出 
会計区分外繰入金支
出 
その他の支出 

他の会計区分への繰入金支出をいう。 
 
他の会計区分以外への繰入金支出をいう。 
 
前期のいすれの勘定科目にも属さない支出をいう。 

 



別紙２－２  
事業活動計算書勘定科目の説明 

1．収入の部 

勘定科目 
大区分 中区分 

説         明 

＜事業活動収入＞ 
介護福祉施設介護料
収入 
 
 
居宅介護料収入 
 
 
 
居宅介護支援介護料
収入 
 
利用者等利用料収入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
その他の事業収入 
 
 
 
国庫補助金等特別積
立金取崩額 
 
 
(介護報酬査定減) 

介護報酬収入 
利用者負担金収入 
基本食事ｻｰﾋﾞｽ料収入 
 
介護報酬収入 
利用者負担金収入 
 
 
居宅介護支援介護料
収入 
 
介護福祉施設利用料
収入 
  
居宅介護サービス利
用料収入 
 
管理費収入 
  
 
その他の利用料収入 
  
 
 
補助金収入 
市町村特別事業収入 
受託収入 
 
国庫補助金等特別積
立金取崩額 

介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護福
祉施設サービス費、旧措置入所者介護福祉施設サービス
費、初期加算、退所時等相談援助加算等をいう。 
 
介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する訪問介
護費、訪問入浴介護費、通所介護費、短期入所者生活介護
費等をいう。 
 
介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する居宅介
護支援費をいう。 
 
利用者が選定した室料差額、特別食事料、理美容料、日常
生活サービス料等をいう。 
 
利用者が選定した送迎費、食材料、おむつ料、日常生活サ
ービス料等をいう。 
 
軽費老人ホーム(ケアハウスに限る。)等における管理費収
入(一括徴収の償却額を含む。)をいう。 
 
前記のいずれかの利用料にも属さない利用者からの利用
料をいう。なお、軽費老人ホームにあっては、費用徴収額
を含むものとする。 
 
介護保険法に基づく又は関連する事業であって、施設又は
事業所で行うことが認められる補助金等の事業及び介護
保険関連の受託事業収益をいう。 
 
国庫補助金等の支出対象経費の費用化（主として減価償却
費）に伴い、取り崩された国庫補助金等特別積立金の額を
いう。 

<事業活動外収入> 

借入金利息補助金収
入 
 
受取利息配当金 
 
 
有価証券売却益 
 
 
寄付金収入 
 
雑収入 

借入金利息補助金収
入 
 
受取利息配当金 
 
 
有価証券売却益 
 
 
寄付金収入 
 
雑収入 

設備投資借入金利息に係る地方公共団体からの補助金収
入をいう。 
 
預貯金、有価証券、貸付金等の利息及び配当金等の収入を
いう。 
 
有価証券(投資有価証券を含む。)を売却した場合の売却益
をいう。 
 
経常経費に対する寄付金及び寄付物品をいう。 
 
前記のいずれの勘定科目にも属さない事業外収入をいう。 
 



< 特 別 収 入 > 

施設整備等補助金収
入 
 
 
 
 
 
施設整備等寄付金収
入 
 
 
 
 
 
固定資産受贈額 
 
 
 
固定資産売却益 
 
 
 
 
 

 
国庫補助金等特別積
立金取崩額 
 
他会計区分繰入金収
入 
会計区分外繰入金収
入 
その他の特別収入 

施設整備補助金収入 
 
設備整備補助金収入 
 
設備資金借入金元金償還補
助金収入 
 
施設整備等寄付金収
入 
設備資金借入金元金償還寄
付金収入 
 
 
 
○○受贈額 
 
 
 
器具及び備品売却益 
 
車輌運搬具売却益 
 
○○売却益 
 
 
国庫補助金等特別積
立金取崩額 
 
他会計区分繰入金収
入 
会計区分外繰入金収
入 
その他の特別収入 

施設整備に係る地方公共団体等からの補助金収入をいう。 
 
設備整備に係る地方公共団体等からの補助金収入をいう。 
 
設備(施設整備及び設備整備)資金に係る補助金のうち、実
質的に施設整備費補助に相当する補助金収入をいう。 
 
施設整備及び設備整備に係る寄付金をいう。 
 
設備(施設整備及び設備整備)資金の借入金の償還に係る
寄付金をいう。 
 
土地など固定資産の受贈額をいう。なお、受贈の内容を示
す名称を付した科目で記載する。 
 
 
器具及び備品を売却した場合の売却益をいう。 
 
車輌運搬具を売却した場合の売却益をいう。 
 
売却資産の名称等売却の内容を示す名称を付した科目で
記載する。 
 
国庫補助金等により取得した固定資産の廃棄等の伴い、取
り崩された国庫補助金等特別積立金の額をいう。 
 
他の会計区分の繰入金収入をいう。 
 
他の会計区分以外からの繰入金収入をいう。 
 
前記のいずれの勘定科目にも属さない特別収入をいう。 

  

２．支出の部 

勘定科目 
大区分 中区分 

説         明 

＜事業活動支出＞ 
人件費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

役員報酬 
 
職員俸給 
 
職員諸手当 
 
非常勤職員給与 
 
退職金 
 
 
退職共済掛金 
 
 

法人役員に支払う報酬、諸手当をいう。 
 
常勤職員に支払う俸給をいう。 
 
常勤職員に支払う諸手当をいう。 
 
非常勤職員に支払う給与をいう。 
 
法人又は施設等の職員退職給与制度により退職給与とし
て支払う金額をいう。 
 
法人又は施設等が加入している退職共済制度に基づいて、
法人又は施設等が負担する掛金をいう。 
 



 
 

法定福利費 法令に基づいて事業主が負担する健康保険料、厚生年金保
険料、雇用保険料等の費用をいう。 



経費 
（直接介護費） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(一般管理費) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
給食材料費 
 
 
 
介護用品費 
 
 
教養娯楽費 
 
 
医薬品費 
 
 
日用品費 
 
 
被服費 
 
 
消耗器具備品費 
 
 
保健衛生費 
 
 
 
車輌費 
 
光熱水費 
 
燃料費 
 
本人支給金 
 
 
葬祭費 
 
 
福利厚生費 
 
 
旅費交通費 
 
研修費 
 
通信運搬費 
 
 
事務消耗品費 
 
 
 
印刷製本費 

 
 
食材及び食品の費用をいう。なお、給食業務を外部委託し
ている施設又は事業所にあっては、材料費を計上するこ
と。 
 
利用者の処遇に直接使用するおむつ、タオル等の介護用品
の費用をいう。 
 
利用者のための新聞雑誌等の購読、娯楽用品の購入及び行
楽演芸会等の実施のための費用をいう。 
 
利用者のための施設内又は事業所内の医療に要する医薬
品、衛生材料等の費用をいう。 
 
利用者に現物で給付する身のまわり品、化粧品などの日用
品(介護用品を除く。)の費用をいう。 
 
利用者の衣類、寝具等(介護用品及び日用品を除く。)の購
入のための費用をいう。 
 
利用者の処遇に直接使用する介護用品以外の消耗品、器具
備品で、固定資産の購入に該当しない費消額をいう。 
 
利用者の健康診断の実施、施設内又は事業所内の消毒等に
要する費用及び医療機関で診療を受けたときの費用をい
う。 
 
乗用車、送迎用自動車等の燃料費、車輌検査等の費用をい
う。 
 
電気、ガス、水道等の使用料をいう。 
 
灯油、重油等の燃料費(自動車等の燃料費を除く。)をいう。 
 
利用者に小遣い、その他の経費として現金支給するための
費用をいう。 
 
利用者が死亡したときの葬祭に要する費用をいう。 
 
 
役員・職員の健康診断その他福利厚生のための費用をい
う。 
 
業務に係る役員・職員の出張旅費及び交通費をいう。 
 
役員・職員に対する教育訓練に直接要する費用をいう。 
 
電話、電報、ファックスの使用料及び切手代、葉書代その
他通信・運搬に要する費用をいう。 
 
事務用に必要な器具什器のうち、固定資産の購入に該当し
ないものの費消額をいう。 
 
事務用に必要な書類、諸用紙、関係資料などの印刷及び製
本に要する費用をいう。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
減価償却費 
徴収不能額 
引当金繰入 

広報費 
 
 
会議費 
 
修繕費 
 
 
 
保守料 
 
賃借料 
 
 
保険料 
 
渉外費 
 
 
諸会費 
 
租税公課 
 
委託費 
 
 
 
雑費 
 
減価償却費 
 
徴収不能額 
 
徴収不能引当金繰入 
 
賞与引当金繰入 
 
退職給与引当金繰入 

施設及び事業所の広告料、パンフレットの作成等に要する
費用をいう。 
 
会議時における茶菓子代、食事代等の費用をいう。 
 
建物、器具及び備品等の修繕又は模様替の費用をいう。た
だし、建物、器具及び備品を改良し、耐用年数を延長させ
るような資本的支出を含まない。 
 
建物付属設備、各種機器等の保守・点検料等をいう。 
 
器具備品等のリース料・レンタル料、事業所等の借上等の
賃料をいう。 
 
火災保険料、自動車損害賠償責任保険料等の費用をいう。 
 
創立記念日等の式典、慶弔、広報活動(広報費に属する費
用を除く。)等に要する費用をいう。 
 
各種組織への加盟等に伴う会費、負担金等の費用をいう。 
 
施設又は事業所が負担する租税公課をいう。 
 
洗濯、清掃、夜間警備及び給食(給食材料費を除く。)など
施設の業務の一部を他に委託するための費用（保守料を除
く。）をいう。 
 
前記のいずれの勘定科目にも属さない費用をいう。 
 
固定資産の減価償却の額をいう。 
 
金銭債権のうち徴収不能として処理した額をいう。 
 
徴収不能引当金に繰入れる額をいう。 
 
賞与引当金に繰入れる額をいう。 
 
退職給与引当金に繰入れる額をいう。 

<事業活動外支出> 

借入金利息 
 
 
有価証券売却損 
 
 
資産評価損 
 
 
 
雑損失 

借入金利息 
 
 
有価証券売却損 
 
 
資産評価損 
 
 
 
雑損失 

設備資金借入金、長期運営資金及び短期運営資金借入金の
利息をいう。 
 
有価証券(投資有価証券も含む。)を売却した場合の売却損
をいう。 
 
資産の時価の著しい下落に伴い、その回復が可能であると
認められない場合に当該資産に対して計上する評価損を
いう。 
 
前記のいずれの勘定科目にも属さない事業活動外支出を
いう。 
 
 
 
 



< 特 別 支 出 > 

基本金組入額 
 
 
国庫補助金等特別積
立金繰入額 

基本金組入額 
 
 
国庫補助金等特別積
立金繰入額 

第 2 の 8 の（1）のアの（ア）から（ウ）までに定められ
た基本金の組入額をいう。 
 
第 2 の 8 の（2）のアに定められた国庫補助金等を特別積
立金に繰り入れた額をいう。 

固定資産除売却損 
 
 
 
 
 
他会計区分繰入金支
出 
会計区分外繰入金支
出 
その他の特別損失 

器具及び備品売却
損・処分損 
 
車輌運搬具売却損・処
分損 
 
他会計区分繰入金支
出 
会計区分外繰入金支
出 
その他の特別損失 

器具及び備品を売却又は処分した場合の売却損又は処分
損をいう。 
 
車輌運搬具を売却又は処分した場合の売却損又は処分損
をいう。 
 
他の会計区分への繰入金支出をいう。 
 
他の会計区分以外への繰入金支出をいう。 
 
前記のいずれの勘定科目にも属さない特別損失をいう。 

 

勘定科目 
大区分 中区分 

説         明 

基本金取崩額 
 
基本金組入額 
 
 
その他の積立金取崩
額 
 
 
 
その他の積立金繰入
額 

基本金取崩額 
 
基本金組入額 
 
 
移行時特別積立金取
崩額 
○○積立金取崩額 
 
 
○○積立金繰入額 

第 2の 8の（1）のカに定められた基本金の取崩額をいう。 
 
第 2 の 8 の（1）のアの（エ）に定められた基本金の組入
額をいう。 
 
移行時特別積立金の取崩額をいう。 
 
その他の積立金の取崩額をいう。なお、取り崩す積立金の
名称を付した科目で記載する。 
 
第 2 の 8 の（3）に定められたその他の積立金に繰り入れ
た額をいう。なお、積立金の目的を示す名称を付した科目
で記載する。 
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貸借対照表勘定科目の説明 

1．資産の部 

勘定科目 
大区分 中区分 

説         明 

＜資産の部＞ 
流動資産 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
固定資産 
（基本財産） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（その他の固定資産） 
 

 
現金預金 
 
 
 
有価証券 
 
未収金 
 
未収補助金 
 
 
貯蔵品 
 
立替金 
 
前払金 
 
 
他会計区分貸付金 
 
会計区分外貸付金 
 
仮払金 
 
 
その他の流動資産 
 
 
 
 
土地 
 
建物 
 
基本財産特定預金 
 
 
 
 
土地 
 
建物 
 
構築物 

 
現金（硬貨、小切手、紙幣、郵便為替証書、郵便振替貯金
払出証書等）及び、預貯金（当座預金、普通預金、定期預
金、郵便貯金、金銭信託等）をいう。 
 
市場性のある有価証券で一時的に所有するものをいう。 
 
事業活動等に伴う収入のうち未回収の債権額をいう。 
 
施設整備、設備整備及び介護保険事業に係る補助金等の未
収額をいう。 
 
介護用品等で未使用の物品をいう。 
 
一時的に立替払いをした場合の債権額をいう。 
 
物品等の購入代金及び役務提供の対価の一部又は全部の
前払額をいう。 
 
他の会計区分への貸付額をいう。 
 
他の会計区分以外への貸付額をいう。 
 
処理すべき科目又は金額が確定しない場合の支出額を一
時的に処理する科目をいう。 
 
前記のいずれの勘定科目にも属さない流動資産をいう． 
 
定款等において基本財産と定められた固定資産をいう。 
 
 
当該会計区分に帰属する土地をいう。 
 
当該会計区分に帰属する建物及び建物付属設備をいう。 
 
定款等に定められた基本財産として保有する現金預金等
をいう。 
 
基本財産以外の固定資産をいう。 
 
当該会計区分に帰属する土地をいう。 
 
当該会計区分に帰属する建物及び建物付属設備をいう。 
 
当該会計区分に帰属する建物以外の土地に固着している
建造物をいう。 



 機械及び装置 
 
車輌運搬具 
 
 
器具及び備品 
 
 
建設仮勘定 
 
権利 
 
投資有価証券 
 
 
移行時特別積立預金 
 
移行時減価償却特別
積立預金 
○○積立預金 
 
 
 
その他の固定資産 

当該会計区分に帰属する機械及び装置をいう。 
 
当該会計区分に帰属する送迎用バス、乗用車、入浴車等を
いう。 
 
取得価額が 10 万円以上で、耐用年数が１年以上の器具及
び備品をいう。 
 
建設又は製作中の固定資産にかかわる支出額をいう。 
 
法律上又は契約上の権利をいう。 
 
長期的に所有する有価証券で流動資産に属さないものを
いう。 
 
第 3 の 8 の（3）の預金をいう。 
 
第 3 の 8 の（4）の預金をいう。 
 
将来における特定の目的のために積立てた現金預金等を
いう。なお、積立預金の目的を示す名称を付した科目で記
載する。 
 
前記のいずれの勘定科目にも属さない固定資産をいう。 
 

  

２．負債及び純資産の部 

勘定科目 
大区分 中区分 

説         明 

＜負債の部＞ 
流動負債 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

短期運営資金借入金 
 
未払金 
 
施設整備等未払金 
 
 
預り金 
 
前受金 
 
 
他会計区分借入金 
 
会計区分外借入金 
 
仮受金 
 
 
○○引当金 

借入期間が 1年以内の経常経費に係る借入債務をいう。 
 
事業活動等に伴う費用等の未払い債務をいう。 
 
施設整備等の工事等に係る未払い債務（未払金に属する債
務を除く。）をいう。 
 
各種の一時的な預かり金額をいう。 
 
物品等の売却代金及び役務提供の対価の一部又は全部の
前受額をいう。 
 
他の会計区分からの借入額をいう。 
 
他の会計区分以外からの借入額をいう。 
 
処理すべき科目又は金額が確定しない場合の収入金額を
一時的に処理する科目をいう。 
 
１年以内に支出が見込まれ、その発生が当該会計年度の負
担に属すべき金額で、その金額が合理的に見積もることが
できるものをいう。なお、引当ての目的を示す名称を付し
た科目で記載する。 



 
 
固定負債 

その他の流動負債 
 
設備資金借入金 
 
 
長期運営資金借入金 
 
長期預り金 
 
 
退職給与引当金 
 
 
○○引当金 
 
 
 
 
その他の固定負債 

前記のいずれの勘定科目にも属さない流動負債をいう。 
 
借入期間が１年を超える施設設備等に係る借入債務をい
う。 
 
借入期間が１年を超える経常経費に係る借入債務をいう。 
 
軽費老人ホーム（ケアハウスに限る。）等における入居者
からの管理費預り額をいう。 
 
将来支給する退職金のうち、当該会計年度の負担に属すべ
き金額をいう。 
 
将来において支出が見込まれ、その発生が当該会計年度の
負担に属すべき金額で、その金額が合理的に見積もること
ができるものをいう。なお、引当ての目的を示す名称を付
した科目で記載する。 
 
前記のいずれの勘定科目にも属さない固定負債をいう。 

<純資産の部> 

基本金 
 
国庫補助金等特別積
立金 
その他の積立金 
 
 
 
次期繰越活動収支差
額 

基本金 
 
国庫補助金等特別積
立金 
移行時特別積立金 
 
○○積立金 
 
次期繰越活動収支差
額 

第 2の 8に（1）で定められたものをいう。 
 
第 2 の 8 に（2）で定められたものをいう。 
 
第 3 の 8 に（2）のアの（カ）の金額をいう。 
 
積立ての目的を示す名称を付した科目で記載する。 
 
事業活動収支計算書に計上された次期繰越活動収支差額
をいう。 
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介護サービス事業別事業活動計算書 
自平成 年 月 日   至平成 月 月 日 

 

（会計区分名）           

 

区
分 

勘 定 科 目 合  計 
介護老人
福祉施設
○○園 

短期入所 
 
生活介護 

○○介護 
その他の
事業 

介護福祉施設介護料収入 
介護報酬収入 
利用者負担金収入 
基本食事サービス料収入 
居宅介護料収入 
介護報酬収入 
利用者負担金収入 
居宅介護支援介護料収入 
利用者等利用料収入 
 介護福祉施設利用料収入 
 居宅介護サービス利用料収入 
 管理費収入 
 その他の利用料収入 
その他の事業収入 
 補助金収入 
 市町村特別事業収入 
 受託収入 
国庫補助金等特別積立金取崩額 
（介護報酬査定減） 

     

収 

入 

事業活動収入計 ①      

事
業
活
動
収
支
の
部 

支 

出 
人件費 
役員報酬 
職員俸給 
職員諸手当 
非常勤職員給与 
退職金 
退職共済掛金 
法定福利費 
経費 
（直接介護費） 
 給食用材料費 
 介護用品費 
 教養娯楽費 
 医薬品費 
 日用品費 
 被服費 
 消耗器具備品費 
 保健衛生費 
 車輛費 
 光熱水費 
 燃料費 
 本人支給金 
葬祭費 

     



 

(一般管理支出) 
 福利厚生費 
旅費交通費 
研修費 
通信運搬費 
事務消耗品費 
印刷製本費 
広報費 
会議費 
修繕費 
保守料 
賃借料 
保険料 
渉外費 
諸会費 
租税公課 
委託費 
雑 費 
減価償却費 
徴収不能額 
引当金繰入 
 徴収不能引当金繰入 
 賞与引当金繰入 
 退職給与引当金繰入 

      

事業活動支出計 ②      

 

    事業活動収支差額 ③(①-②)      
借入金利息補助金収入 
その他の収入 

     
収 

入 

事業活動外収入計 ④      
借入金利息 
その他の支出 

     
支
出 

事業活動外支出計 ⑤      

事
業
活
動
外
収
支
の
部 事業活動外収支差額 ⑥(④-⑤)      

経常収支差額 ⑦(③+⑥)      

（注）「その他の収入」及び「その他の支出」について、按分が困難な場合、按分困難な金額は

その他の事業として処理することができる。 
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簡易型耐用年数表 

 

資産別区分 

建 物 
構造又は用途 細 目 耐用年数 

住宅用・寄宿舎用・宿泊用 ４７年 
病院用 ３９年 

鉄骨鉄筋コンクリート又は鉄筋コン
クリート造のもの 

その他のもの ３８年 

住宅用・寄宿舎用・宿泊用 ３８年 
病院用 ３６年 

レンガ造り・石造又はブロック造のも
の 

その他のもの ３４年 

住宅用・寄宿舎用・宿泊用 ３４年 

病院用 ２９年 

金属造のもの 
（骨格材の肉厚が４ミリメートルを
超えるものに限る。） その他のもの ３１年 

住宅用・寄宿舎用・宿泊用 ２２年 
病院用 １７年 

木造又は合成樹脂造もの 

その他のもの １５年 

住宅用・寄宿舎用・宿泊用 ２０年 
病院用 １５年 

木造モルタル造のもの 

その他のもの １４年 

 

 

建物付属設備（建物の用途には関係がない） 

構造又は用途 細 目 耐用年数 

蓄電池電源設備 ６年 電気設備（照明設備を含む。） 
その他のもの １５年 

給排水又は衛生設備及びガス設備  １５年 

冷暖房設備(冷凍機の出力が２２キ
ロワット以下のもの。) 

１３年 冷房・暖房・通風又はボイラー設備 

その他のもの １５年 

エレベーター １７年 昇降機設備 
エスカレーター １５年 

消火・排煙又は災害報知器及び格納式
避難設備 

 ８年 

エアーカーテン又はドアー自動開閉
設備 

 １２年 

簡易なもの ３年 可動間仕切り 
その他のもの １５年 

主として金属製のもの １８年 前掲のもの以外のもの及び前掲の区
分によらないもの その他のもの １０年 
＊介護用リフト・痴呆性徘徊防止用監視装置・特殊浴槽(特殊浴室)等は、その機器部分について
は、器具及び備品の「８ 医療機器」の耐用年数が適用される。 



 

構築物（使用用途には関係がない。） 

構造又は用途 細 目 耐用年数 

工場緑化施設 ７年 緑化施設及び庭園 
その他の緑化施設及び庭園 ３０年 

コンクリート敷・ブロック敷・レン
ガ敷又は石敷のもの 

１５年 

アスファルト敷又は木レンガ敷のも
の 

１０年 

舗装道路及び舗装路面 

ビュチューマルス敷のもの ３年 

下水道 ３５年 鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コ
ンクリート造 塀 ３０年 

コンクリート造又はコンクリートブ
ロック造 

下水道・塀 １５年 

石造のもの 下水道・塀 ３５年 

下水道 １５年 土造のもの 

塀 ２０年 

木造のもの 塀 １０年 

 

車両運搬具 

構造又は用途 細 目 耐用年数 

救急車・レントゲン車 ５年 特殊自動車 

寝台車その他の特殊車体を架装した
もの 

総排気量２リットル以下 
その他のもの 

 
 
３年 
４年 

自動車 
小型車（０．６６リットル以下） 

その他のもの 

 
４年 
６年 

二輪又は三輪自動車 ３年 
自転車 ２年 

前掲のもの以外のもの 

その他のもの 
自走能力のあるもの 
その他のもの 

 
７年 
４年 

 

器具及び備品 

構造又は用途 細 目 耐用年数 

事務机・事務いす及びキャビネット 
主として金属製のもの 
その他のもの 

 
１５年 
８年 

応接セット 
接客業用のもの 
その他のもの 

 
５年 
８年 

ベッド ８年 

1.家具・電気機器・ガス機器及び家庭
用品 

児童用机及びいす ５年 



 

その他の家具 
その他のもの 
主として金属製のもの 
その他のもの     

 
 

１５年 
８年 

ラジオ・テレビ・テープレコーダそ
の他の音響機器 

５年 

冷房用又は暖房用機器 ６年 
電気冷蔵庫・電気洗濯機その他これ
らに類する電気又はガス機器 

６年 

カーテン・座布団・寝具・丹前その
他これらに類する繊維製品 

３年 

じゅたんのその他床用敷物 
小売業等   
その他のもの 

 
３年 
６年 

室内装飾品 
主として金属製のもの 
その他のもの 

 
１５年 
８年 

食事又は厨房用品 
陶磁器製又はガラス製のもの 
その他のもの 

 
２年 
５年 

 

その他のもの 
主として金属製のもの 
その他のもの 

 
１５年 
８年 

電子計算機 ６年 

複写機・計算機・金銭登録機・タイ
ムレコーダー・その他これらに類す
るもの 

５年 

その他の事務機器 ５年 
テレタイプライター及びファクシミ
リ 

５年 

インターホン及び放送用設備 ６年 

2．事務機器及び通信機器 

電話設備その他通信機器 
デジタル構内交換設備及びデジタルボタン電話設備 

その他のもの 

 
６年 
１０年 

時計 １０年 

度量衡器 ５年 

3.時計・試験機器及び測定機器 

試験及び測定機器 ５年 

4.光学機器及び写真製作機器 省略  

 

看板・ネオンサイン及び気球 ３年 
マネキン人形及び模型 ２年 

5.看板及び広告器具 

その他のもの 
主として金属製のもの 
その他のもの 

 
１０年 
５年 

6.容器及び金庫 金庫 
手提げ金庫 
その他のもの 

 
５年 
２０年 



 

7.理容又は美容機器  ５年 

消毒殺菌用機器 ４年 
手術機器 ５年 
血液透析又は血漿交換用機器 ７年 
ハーバードタンクその他の作動部分
を有する機能回復訓練機器 

６年 

調剤機器 ６年 
歯科診療用ユニット ７年 
光学検査機器  

ファイバースコープ 
その他のもの 

 
６年 
８年 

8.医療機器 

その他のもの 
レントゲンその他の電子装置を使
用するもの 
移動式のもの・救急医療用の
もの及び自動血液分析器 
その他のもの 

その他のもの 
陶磁器製又はガラス製のもの 
主として金属製のもの 
その他のもの 

 
 
 
 
４年 
６年 
 
３年 
１０年 
５年 

玉突き用具 ８年 
パチンコ器・ビンゴ器その他これら
に類する球戯用具及び射的用具 

２年 

碁・将棋・マージャンその他の遊戯
具 

５年 

9.娯楽又はスポーツ器具 

スポーツ器具 ３年 
自動販売機 ５年 
焼却炉 ５年 

10.前掲のもの以外のもの 

その他のもの 
主として金属製のもの 
その他のもの 

 
１０年 
５年 

 

 



別紙５          勘 定 残 高 精 算 集 計 表 
（会計区分）Ａ指定介護老人福祉施設 

本部会計① 
Ａ指定介護老人福祉

施設関連残高② 

Ａ指定介護老人 福祉

施設会計③ 

Ａデイサービス事業

会計④ 

Ａ指定介護老人福祉

施設 ②+③+④ 

Ａ指定介護老人福祉

施設関連外会計①-② 

 

借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方 
01 流動資産             
01 現金             
02 預金             
03 有価証券             
04 立替金             
05 仮払金             
06 前渡金             
07 前払費用             
08 貸付金             
09 本部会計 
   貸付金             

10 施設会計 
   貸付金             

11 特別会計 
   貸付金 

            

12 未収金             
13 その他の 
   流動資産 

            

02 固定資産             
01 建物             
02  固定資産物品             
03 土地             
04 建設仮勘定             
05 権利             
06 投資有価証券             
07 その他の 
  固定資産 

            

資産合計             
11 流動負債             
01 経常資金 
   借入金             

02 未払金             
03 未払費用             
04 仮受金             
05 預り金             
06 前受収益             
07 本部会計 
   借入金             

08 施設会計 
   借入金             

09 特別会計 
   借入金 

            

10 その他の 
   流動負債             

12 固定負債             
01 設備資金 
  借入金             

13 引当金             
01 人件費引当金             
02 修繕引当金             
03 備品等購入 
   引当金             

04 退職給与 
   引当金 

            

05 特定引当金             
負債合計             
21 基金             
01 基本財産基金             
02 運用財産基金             
22 積立金             
01 建設積立金             
02 固定負債 
   積立金 

            

03 その他の 
積立金             

23 繰越金             
01 前期繰越金             
02 当期繰越金             
純財産合計             
負債・純財産合計             



（別紙6-1） 
定額法による残価率 

耐用年数 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 34 35 36 38 39 
償却率 0.500 

 
0.333 0.250 0.200 0.166 0.142 0.125 0.111 0.100 0.090 0.083 0.076 0.071 0.066 0.062 0.058 0.055 0.052 0.050 0.048 0.046 0.044 0.042 0.040 0.039 0.037 0.036 0.035 0.034 0.030 0.029 0.028 0.027 0.026 

経過年数                                   
1 0.550 0.700 0.775 0.820 0.851 0.872 0.888 0.900 0.910 0.919 0.925 0.932 0.936 0.941 0.944 0.948 0.951 0.953 0.955 0.957 0.959 0.960 0.962 0.964 0.965 0.967 0.968 0.969 0.969 0.973 0.974 0.975 0.976 0.977 
2 0.100 0.401 0.550 0.640 0.701 0.744 0.775 0.800 0.820 0.838 0.851 0.863 0.872 0.881 0.888 0.896 0.901 0.906 0.910 0.914 0.917 0.921 0.924 0.928 0.930 0.933 0.935 0.937 0.939 0.946 0.948 0.950 0.951 0.953 
3  0.100 0.325 0.460 0.552 0.617 0.663 0.700 0.730 0.757 0.776 0.795 0.808 0.822 0.833 0.843 0.852 0.860 0.865 0.870 0.876 0.881 0.887 0.892 0.895 0.900 0.903 0.906 0.908 0.919 0.922 0.924 0.927 0.930 
4   0.100 0.280 0.402 0.489 0.550 0.600 0.640 0.676 0.701 0.726 0.744 0.762 0.777 0.791 0.802 0.813 0.820 0.827 0.834 0.842 0.849 0.856 0.860 0.867 0.870 0.874 0.878 0.892 0.896 0.899 0.903 0.906 
5    0.100 0.253 0.361 0.438 0.501 0.550 0.595 0.627 0.658 0.681 0.703 0.721 0.739 0.753 0.766 0.775 0.784 0.793 0.802 0.811 0.820 0.825 0.834 0.838 0.843 0.847 0.865 0.870 0.874 0.879 0.883 
6     0.100 0.233 0.325 0.401 0.460 0.514 0.552 0.590 0.617 0.644 0.665 0.687 0.703 0.719 0.730 0.741 0.752 0.762 0.773 0.784 0.789 0.800 0.806 0.811 0.816 0.838 0.843 0.849 0.854 0.860 
7      0.100 0.213 0.301 0.370 0.433 0.477 0.521 0.553 0.584 0.609 0.635 0.654 0.672 0.685 0.698 0.710 0.723 0.735 0.748 0.754 0.767 0.773 0.780 0.786 0.811 0.817 0.824 0.830 0.836 
8       0.100 0.201 0.280 0.352 0.402 0.453 0.489 0.525 0.554 0.582 0.604 0.626 0.640 0.654 0.669 0.683 0.698 0.712 0.719 0.734 0.741 0.748 0.755 0.784 0.791 0.798 0.806 0.813 
9        0.100 0.190 0.271 0.328 0.384 0.425 0.465 0.498 0.530 0.555 0.579 0.595 0.611 0.627 0.644 0.660 0.676 0.684 0.700 0.708 0.717 0.725 0.757 0.765 0.773 0.781 0.789 
10         0.100 0.190 0.253 0.316 0.361 0.406 0.442 0.478 0.505 0.532 0.550 0.568 0.586 0.604 0.622 0.640 0.649 0.667 0.676 0.685 0.694 0.730 0.739 0.748 0.757 0.766 
11          0.100 0.178 0.248 0.297 0.347 0.386 0.426 0.456 0.485 0.505 0.525 0.545 0.564 0.584 0.604 0.614 0.634 0.644 0.654 0.663 0.703 0.713 0.723 0.733 0.743 
12           0.100 0.179 0.233 0.287 0.330 0.374 0.406 0.438 0.460 0.482 0.503 0.525 0.546 0.568 0.579 0.600 0.611 0.622 0.633 0.676 0.687 0.698 0.708 0.719 
13            0.100 0.169 0.228 0.275 0.321 0.357 0.392 0.415 0.438 0.462 0.485 0.509 0.532 0.544 0.567 0.579 0.591 0.602 0.649 0.661 0.672 0.684 0.696 
14             0.100 0.168 0.219 0.269 0.307 0.345 0.370 0.395 0.420 0.446 0.471 0.496 0.509 0.534 0.546 0.559 0.572 0.622 0.635 0.647 0.660 0.672 
15              0.100 0.163 0.217 0.258 0.298 0.325 0.352 0.379 0.406 0.433 0.460 0.474 0.501 0.514 0.528 0.541 0.595 0.609 0.622 0.636 0.649 
16               0.100 0.165 0.208 0.251 0.280 0.309 0.338 0.366 0.395 0.424 0.438 0.467 0.482 0.496 0.510 0.568 0.582 0.597 0.611 0.626 
17                0.100 0.159 0.204 0.235 0.266 0.296 0.327 0.357 0.388 0.403 0.434 0.449 0.465 0.480 0.541 0.556 0.572 0.587 0.602 
18                 0.100 0.158 0.190 0.222 0.255 0.287 0.320 0.352 0.368 0.401 0.417 0.433 0.449 0.514 0.530 0.546 0.563 0.579 
19                  0.100 0.145 0.179 0.213 0.248 0.282 0.316 0.333 0.367 0.384 0.402 0.419 0.487 0.504 0.521 0.538 0.555 
20                   0.100 0.136 0.172 0.208 0.244 0.280 0.298 0.334 0.352 0.370 0.388 0.460 0.478 0.496 0.514 0.532 
21                    0.100 0.131 0.168 0.206 0.244 0.263 0.301 0.320 0.339 0.357 0.433 0.452 0.471 0.490 0.509 
22                     0.100 0.129 0.168 0.208 0.228 0.267 0.287 0.307 0.327 0.406 0.426 0.446 0.465 0.485 
23                      0.100 0.131 0.172 0.193 0.234 0.255 0.276 0.296 0.379 0.400 0.420 0.441 0.462 
24                       0.100 0.136 0.158 0.201 0.222 0.244 0.266 0.352 0.374 0.395 0.417 0.438 
25                        0.100 0.123 0.168 0.190 0.213 0.235 0.325 0.348 0.370 0.393 0.415 
26                         0.100 0.134 0.158 0.181 0.204 0.298 0.321 0.345 0.368 0.392 
27                          0.100 0.125 0.150 0.174 0.271 0.295 0.320 0.344 0.368 
28                           0.100 0.118 0.143 0.244 0.269 0.294 0.320 0.345 
29                            0.100 0.113 0.217 0.243 0.269 0.295 0.321 
30                             0.100 0.190 0.217 0.244 0.271 0.298 
31                              0.163 0.191 0.219 0.247 0.275 
32                              0.136 0.165 0.194 0.222 0.251 
33                              0.109 0.139 0.168 0.198 0.228 
34                              0.100 0.113 0.143 0.174 0.204 
35                               0.100 0.118 0.150 0.181 
36                                0.100 0.125 0.158 
37                                 0.101 0.134 
38                                 0.100 0.111 
39                                  0.100 

（注）1 年に満たない経過月数がある場合の残価率の算出方法 

 適用する残価率＝満経過年数の残価率-{（満経過年数の残価率-満経過年数に1年を加算した年数に応ずる残価率）×経過月数÷12月} 



（別紙６－２） 

定率法による残価率 
耐用年数 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 
償却率 0.536 0.438 0.369 0.319 0.280 0.250 0.226 0.206 0.189 0.175 0.162 0.152 0.142 0.134 0.127 0.120 0.114 0.109 0.104 0.099 0.095 0.092 0.088 0.085 0.082 0.079 0.0765 0.074 0.072 0.069 0.067 0.066 0.064 0.062 0.060 0.059 0.057 
経過年数                                      
1 0.46 0.562 0.631 0.681 0.720 0.750 0.774 0.794 0.811 0.825 0.838 0.848 0.858 0.866 0.873 0.880 0.886 0.891 0.896 0.901 0.905 0.908 0.912 0.915 0.918 0.921 0.924 0.926 0.928 0.931 0.933 0.934 0.936 0.938 0.940 0.941 0.943 
2 0.22 0.316 0.398 0.464 0.518 0.562 0.599 0.631 0.658 0.681 0.702 0.720 0.736 0.750 0.763 0.7740.6810.785 0.794 0.803 0.811 0.819 0.825 0.832 0.838 0.843 0.848 0.853 0.858 0.862 0.866 0.870 0.873 0.877 0.880 0.883 0.886 0.889 
3 0.100 0.178 0.251 0.316 0.373 0.422 0.464 0.501 0.534 0.562 0.588 0.611 0.631 0.649 0.666 0.681 0.695 0.708 0.720 0.731 0.741 0.750 0.759 0.767 0.774 0.781 0.788 0.794 0.800 0.806 0.811 0.815 0.821 0.825 0.830 0.834 0.838 
4  0.100 0.158 0.215 0.268 0.316 0.359 0.398 0.433 0.464 0.492 0.518 0.541 0.562 0.582 0.599 0.616 0.631 0.645 0.658 0.670 0.681 0.692 0.702 0.711 0.720 0.728 0.736 0.743 0.750 0.756 0.763 0.769 0.774 0.780 0.785 0.790 
5   0.100 0.147 0.193 0.237 0.278 0.316 0.351 0.383 0.412 0.439 0.464 0.487 0.508 0.527 0.546 0.562 0.578 0.593 0.606 0.619 0.631 0.642 0.653 0.663 0.672 0.681 0.690 0.698 0.705 0.713 0.720 0.726 0.733 0.739 0.744 
6    0.100 0.139 0.178 0.215 0.251 0.285 0.316 0.346 0.373 0.398 0.422 0.444 0.464 0.483 0.501 0.518 0.534 0.548 0.562 0.575 0.588 0.599 0.611 0.621 0.631 0.640 0.649 0.658 0.666 0.674 0.681 0.688 0.695 0.702 
7     0.100 0.133 0.167 0.200 0.231 0.261 0.289 0.316 0.341 0.365 0.387 0.408 0.428 0.447 0.464 0.481 0.496 0.511 0.525 0.538 0.550 0.562 0.574 0.584 0.595 0.604 0.614 0.622 0.631 0.639 0.647 0.654 0.661 
8      0.100 0.129 0.158 0.187 0.215 0.242 0.268 0.293 0.316 0.338 0.359 0.379 0.398 0.416 0.433 0.449 0.464 0.479 0.492 0.505 0.518 0.530 0.541 0.552 0.562 0.572 0.582 0.591 0.599 0.608 0.616 0.624 
9       0.100 0.126 0.152 0.177 0.203 0.228 0.251 0.274 0.296 0.316 0.336 0.355 0.373 0.390 0.406 0.422 0.437 0.451 0.464 0.477 0.489 0.501 0.512 0.523 0.534 0.542 0.553 0.562 0.571 0.580 0.588 
10        0.100 0.123 0.147 0.170 0.193 0.215 0.237 0.258 0.278 0.298 0.316 0.334 0.351 0.367 0.383 0.3987 0.412 0.426 0.439 0.452 0.464 0.476 0.487 0.498 0.508 0.518 0.527 0.537 0.546 0.554 
11         0.100 0.121 0.143 0.164 0.185 0.205 0.225 0.245 0.264 0.282 0.299 0.316 0.332 0.348 0.363 0.378 0.391 0.405 0.418 0.430 0.442 0.453 0.464 0.475 0.485 0.495 0.504 0.514 0.522 
12          0.100 0.119 0.139 0.158 0.178 0.197 0.215 0.234 0.251 0.268 0.285 0.301 0.316 0.331 0.346 0.359 0.373 0.386 0.398 0.410 0.422 0.433 0.444 0.454 0.464 0.474 0.483 0.492 
13           0.100 0.118 0.136 0.154 0.172 0.190 0.207 0.224 0.240 0.257 0.272 0.287 0.302 0.316 0.330 0.343 0.356 0.369 0.381 0.392 0.404 0.415 0.425 0.435 0.445 0.455 0.464 
14            0.100 0.117 0.133 0.150 0.167 0.183 0.200 0.215 0.231 0.246 0.261 0.275 0.289 0.303 0.316 0.329 0.341 0.353 0.365 0.376 0.387 0.398 0.408 0.418 0.428 0.438 
15             0.100 0.116 0.131 0.147 0.162 0.178 0.193 0.208 0.223 0.237 0.251 0.265 0.278 0.291 0.304 0.316 0.328 0.340 0.351 0.362 0.373 0.383 0.3936 0.403 0.412 
16              0.100 0.115 0.129 0.144 0.158 0.173 0.187 0.202 0.215 0.229 0.242 0.255 0.268 0.281 0.293 0.305 0.316 0.327 0.338 0.349 0.359 0.369 0.379 0.389 
17               0.100 0.114 0.127 0.141 0.155 0.169 0.182 0.196 0.209 0.222 0.235 0.247 0.259 0.271 0.283 0.294 0.305 0.316 0.327 0.337 0.347 0.357 0.367 
18                0.100 0.113 0.126 0.139 0.152 0.165 0.178 0.191 0.203 0.215 0.228 0.239 0.251 0.263 0.274 0.285 0.296 0.306 0.316 0.326 0.336 0.346 
19                 0.100 0.112 0.125 0.137 0.149 0.162 0.174 0.186 0.198 0.210 0.221 0.233 0.244 0.255 0.266 0.276 0.287 0.297 0.307 0.316 0.326 
20                  0.100 0.112 0.123 0.135 0.147 0.158 0.170 0.182 0.193 0.204 0.215 0.226 0.2377 0.248 0.258 0.268 0.278 0.288 0.298 0.307 
21                   0.100 0.111 0.122 0.133 0.145 0.156 0.167 0.178 0.189 0.200 0.210 0.221 0.231 0.241 0.251 0.261 0.271 0.280 0.289 
22                    0.100 0.111 0.121 0.132 0.143 0.153 0.164 0.174 0.185 0.195 0.205 0.215 0.225 0.235 0.245 0.254 0.264 0.273 
23                     0.100 0.110 0.120 0.130 0.141 0.151 0.161 0.171 0.181 0.191 0.201 0.211 0.220 0.230 0.239 0.248 0.257 
24                      0.100 0.110 0.119 0.129 0.139 0.149 0.158 0.168 0.178 0.187 0.1970.1840.206 0.215 0.2255 0.234 0.242 
25                       0.100 0.109 0.119 0.128 0.137 0.147 0.156 0.165 0.175 0.184 0.193 0.202 0.211 0.220 0.229 
26                        0.100 0.109 0.118 0.127 0.136 0.145 0.154 0.163 0.172 0.181 0.190 0.198 0.207 0.215 
27                         0.100 0.109 0.117 0.126 0.135 0.143 0.152 0.161 0.169 0.178 0.186 0.195 0.203 
28                          0.100 0.108 0.117 0.125 0.133 0.142 0.150 0.158 0.167 0.175 0.183 0.191 
29                           0.100 0.108 0.116 0.124 0.132 0.140 0.148 0.156 0.164 0.173 0.180 
30                            0.100 0.108 0.115 0.123 0.131 0.139 0.147 0.155 0.162 0.170 
31                             0.100 0.107 0.115 0.123 0.130 0.1387 0.145 0.153 0.160 
32                              0.100 0.107 0.115 0.122 0.129 0.136 0.144 0.151 
33                               0.100 0.107 0.114 0.121 0.128 0.135 0.143 
34                                0.100 0.107 0.114 0.121 0.127 0.134 
35                                 0.100 0.107 0.113 0.120 0.127 
36                                  0.100 0.106 0.113 0.119 
37                                   0.100 0.106 0.113 
38                                    0.100 0.106 
39                                     0.100 

（注）1 年に満たない経過月数がある場合の残価率の算出方法 

   適用する残価率＝満経過年数の残価率－｛(満経過年数の残価率－満経過年数に1 年を加算した年数に応ずる残価率)×経過月数÷12 月｝ 

  





別紙７ 

前期末支払資金残高の調整表 

《収支計算書上の取扱い》 

 

１ 前期末支払資金残高 

Ａ施設会計繰越金             ××× 
Ａデイサービス会計繰越金（*ｌ）      ××× 

 

 

Ａ施設会計関連本部会計繰越金（*２）    ×××   ××× 

 

２ 繰越金戻入額 

Ａ施設会計引当金合計額          ××× 
Ａデイサービス会計引当金合計額（*１）   ××× 

 

 

Ａ施設関連本部会計特定引当金（*２）    ×××   ×××  

計（Ｉ＋Ⅱ）                 ××× 

移行特別積立預金積立額（注１） 

移行時特別積立金積立額（*３）（注２） △××× 

移行時特別積立預金取崩額（注３）    ×××  △××× 

移行時減価償却特別積立預金積立額（注４）       △×××  

 

差引；調整後前期末支払資金残高（注５）        ×××  

 

 

（注 1）第 3の 8の（3）の金額（（*2）を除く上記計の欄の金額）をいう。（（*1）

については、次による。） 

（注 2）第 3の 8の（2）のイの金額をいう。 

（注 3）局長通知の第 2の 4の（3）のイによる額をいう。 

（注 4）第 3の 8（4）の金額をいう。 

（注 5）基本的に（*2）の合計額十（注 3）とする。（（*1）については、次に

よる。） 

（*1）；委託契約等の内容により、実施主体者の判断に基づき除くか否かを決

する。 

（*3）；別紙８の移行時特別積立金積立額の金額をいう。



別紙８ 

前期繰越活動収支差額の設定表 

《事業活動計算書上の取扱い》 

 

 

 

１ 繰越金 

Ａ施設会計繰越金                               ××× 

Ａデイサービス事業会計繰越金（*１）     ××× 

 

 

Ａ施設関連本部会計繰越金（*２）       ×××  ×××  

 

２ 引当金 

Ａ施設会計引当金合計額           ××× 
Ａデイサービス事業会計引当金合計額（*１）  ××× 

 

 

Ａ施設関連本部会計特定引当金（*２）     ×××   ×××  

計（１＋２）                   ××× 

新会計方式への移行による調整額（＋又は△）（注 1） ××× 

過年度減価償却累計額受入             △××× 

過年度国庫補助金等特別積立金取崩額         ×××   ×××  

合   計                     ××× 

移行時特別積立金積立額（注２）                △×××  

     差引；前期繰越活動収支差額設定額           ×××  

 

 

（注 1）指導指針の第 3の 8の（２）のアの（ウ）による調整の額をいう。 

（注 2）（*2）を除く合計欄の金額をいう。（（*1）については以下による。） 

なお、基本的に前期繰越活動収支差額設定額は、ゼロ又は（＊）の合

計額となる。 

（*1）；委託契約等の内容により、実施主体者の判断に基づき除くか否かを決

する。 



（参考資料） 

移行時の仕訳一覧 

 

Ⅰ 抽出並びに合算の手続き 

 

１ 旧施設会計の繰越金・引当金を新会計区分（Ａ介護施設会計区分）に取

り込む処理 

 

（１）繰越金部分の移管の調整 

  ① 旧施設会計側［移管のための消去仕訳］ 

    （借方）流動負債   ×××  （貸方）流動資産  ××× 

     （借方）繰越金    ××× 

  

   ② Ａ介護福祉施設会計側［上記仕訳の受入及び引当金の繰越金への戻  

     し入れ処理］ 

     （借方）流動資産   ×××  （貸方）流動負債  ××× 

                     （貸方）繰越金   ××× 

 

 （２）固定資産部分の移管の調整 

   ① 旧施設会計側［移管のための消去仕訳］ 

    （借方）引当金     ×××（貸方）固定資産物品   ××× 

    （借方）運用財産基金  ×××（貸方）投資有価証券   ××× 

                   （貸方）その他の固定資産 ××× 

 

   ② Ａ介護福祉施設会計側［上記仕訳の受入処理］ 

     （借方）固定資産物品 ×××（貸方）引当金      ××× 

     （借方）投資有価証券 ×××（貸方）運用財産基金（*1）××× 

     （借方）その他の固定資産 ××× 

 

    上記引当金を繰越金に振り替えるのと同時に、特定資産を流動資産に 

   戻す。この結果、旧施設会計においては引当金の残高は存在しなくなる。 

 

   （借方）引当金    ×××  （貸方）繰越金    ××× 

   （借方）預金（有価証券）××× （貸方）その他の固定資産 ××× 

  

    従来、独立した会計で処理してきた在宅福祉サービス等に係る会計に 



   ついては、上記処理を繰り返すことにより、Ａ介護福祉施設に関連する 

   すべての旧施設会計を集合することになる。 

 

 ここまでに集計された繰越金勘定残高が、指導指針の第３の８の（２）のア

の金額となる。ただし、委託事業に係る繰越金が存在する場合には、移行時積

立金の額に参入するか否かの判断は、当該委託者である都道府県、市区町村と

協議し判断すること。 

       

 

２ 旧本部会計におけるＡ介護保健施設関連会計部分の抽出を新会計区分に取 

  り込む処理 

 

（１） 繰越金部分の移管の調整 

 

  ① 旧本部会計側［関連勘定科目の消去仕訳］ 

    （借方）流動負債   ×××   （貸方）流動資産   ××× 

    （借方）繰越金    ×××    

 

  ② Ａ介護福祉施設会計側［上記仕訳の受入処理］ 

    （借方）流動資産   ×××   （貸方）流動負債   ××× 

                     （貸方）繰越金    ××× 

 

 

 当該繰越金勘定残高が、指導指針の第３の８の（２）のイの金額となる。 

 当該金額を、本部積立金として処理し、後日理事会における判断により取り 

崩し、使用できる積立金として保有することも一つの方法である。 

 

 

（２）固定資産等の移管の調整 

 

  ① 旧本部会計側［Ａ施設会計に関連する勘定科目の移行に伴う消去仕 

           訳］ 

  （借方）引当金         ×××（貸方）その他の固定資産 ××× 

  （借方）設備資金借入金（注１）×××（貸方）建物      ××× 

  （借方）基本財産基金     ×××（貸方）土地      ××× 

  （借方）運用財産基金     ×××（貸方）固定資産物品  ××× 



              （貸方）固定負債積立金（注１） ××× 

 

  （注１） 決算書の金額を計上する。 

 

  ② Ａ介護福祉施設会計側 

  （借方）その他の固定資産 ××× （貸方）引当金      ××× 

  （借方）建物      ×××（貸方）設備資金借入金（注１）×××  

  （借方）土地      ×××（貸方）基本財産基金     ×××  

  （借方）固定資産物品  ×××（貸方）運用財産基金（*１） ××× 

  （借方）固定負債積立金（注１） ××× 

  （注１）決算書の金額を計上する。 

 

（３）上記引当金のうち特定引当金について、繰越金に振り替えるのと同時に 

  特定資産を流動資産に戻す処理 

 （借方）引当金      ×××  （貸方）繰越金      ×××   

 （借方）預金（有価証券） ×××  （貸方）その他の固定資産 ××× 

 

（４）これまでに集計された繰越金の額を前期繰越活動収支差額に振り替える 

   調整 

 

   （借方）繰越金  ×××   （貸方）          ××× 

 

  《資金の仕訳》 

   （借方）支払資金 ×××   （貸方）前期末支払資金残高 ××× 

 

Ⅱ 調整の手続き 

 

１．基本財産基金等施設整備関係の処理（旧本部会計からの移管部分） 

 

（１）施設整備時の会計処理の復元 

（借方）基本財産基金（注２）×××（貸方）           ××× 

                          

（借方）運用財産基金（注３）×××（貸方）       （注６）×××  

 

（借方）      （注４）×××（貸方）       （注７）××× 

 

基本金（注５） 

国庫補助金等 

特別積立金 

固定負債積立金 

前期繰越活動 

収支差額 

前期繰越活動 

収支差額 



（注２） 指導指針の第３の３の（１）のウに記載された基本財産等の施設整   

    備に係った部分に相当する金額を記載する。 

     したがって、現在貸借対照表に計上されている建物と土地の取得時   

    とが異なる場合には、土地の価格は別途加算されなければならない。   

    当該仕訳により介護保険関係施設の基本財産基金残高はゼロとなる。 

 

（注３） 運用財産基金の額は、上記施設整備時の金額とするため、当該仕訳  

    の後に残高は必ずしもゼロとはならない。 

     しかし、施設整備後当該対象資産が旧施設会計に移管されている場 

    合が多いことから、当該差額の調整は、旧本部会計及び旧施設会計の 

    全体において次の（３）において行うこととする。 

 

（注４） 当該前期繰越活動収支差額は、施設整備時において一般物品費とし 

    て処理された金額に相当する額を計上することになる。 

 

（注５） 指導指針の第３の５の（１）に定めた施設整備事業時において一挙 

    に支払われた法人役員等からの寄付金部分（少なくとも、事業総額の 

    ５％以上となるであろう。）及び土地に係る寄付部分が当該金額を構 

    成する。 

 

（注６） 上記施設整備時において得られた当初国庫補助金等の額とする。 

 

（注７） 上記施設整備事業時において借り入れた設備資金借入金の額とする。 

    その結果、固定負債積立金は、一般的に既返済額だけ貸方に残高を生 

    ずることになる。 

 

（２） 都道府県が主催する退職共済制度において掛け金相当額を資産に退職 

   共済預け金として計上している場合の運用財産基金の調整 

   （借方）運用財産基金 ×××  （貸方）退職給与引当金 ××× 

  

（３） 旧施設会計において、措置費及び初度調弁分の旧本部会計からの移管 

   等により取得した固定資産物品等の調整 

 

（借方）運用財産基金  ×××  （貸方）    ×××   ××× 

 

                       （*1）＞（注 3）の場合） 

前期繰越活動 

収支差額 



 

（借方）        ×××  （貸方）運用財産基金    ××× 

                        （*1）＞（注 3）の場合） 

 

   上記（注３）に係る移行時の施設・本部（抽出）の合算貸借対照表上の 

  運用財産基金をゼロにするための金額を上記仕訳により消去する。ただし、 

  上記（２）の調整がある場合には、（注３）の金額に当該金額を加えるも 

  のとする。 

   なお、当該修正仕訳によって生じた繰越金の取扱いは、指導指針の第 3 

  の８の（２）のアに含めて処理することとする。 

 

（４） 国庫補助金等の調整 

    

   （借方）        ×××  （貸方）       ××× 

 

   上記金額には、施設整備時に、一般物品費として経費処理されたものに    

  係わる国庫補助金等の金額のみを処理することとし、それ以外の国庫補助  

  金等特別積立金の取崩額の調整は２で行う。 

 

（５）借入金の償還に係わる調整 

（借方）固定負債積立金（注 8）×××（貸方）         ××× 

                     

                  （貸方）      （注 10）××× 

 

                  （貸方）      （注 11）××× 

 

 （注 8）設備資金借入金の既償還額に係わる修正仕訳である。（（注７）－ 

    （注 1）の額） 

 

 （注９）法人役員等からの寄付金により償還された設備資金借入金の額とす 

    る。 

 

 （注 10）借入金の償還補助があった場合には当該金額が計上される。なお、 

    当該補助金は国庫補助金等特別積立金の取崩額として当初からの取崩 

    予定に組み込まれて処理されているので、この後の処理は特に必要と 

    されない。 

国庫補助金等 

特別積立金 

基本金（注９）   

国庫補助金等 

特別積立金 

前期繰越活動 

収支差額 

前期繰越活動 

収支差額 

前期繰越活動 

収支差額 



 

 （注 11）民間施設等給与改善費管理費加算相当分等の上記（注 9）以外の財 

    源により償還された設備資金借入金の額とする。ただし、指導指針の 

    第 3 の５の（２）のウの移行時の特例によった場合には、償還補助が 

    あった場合を除きゼロとなる。 

 

（６）設立時の運転資金として寄付された金額の調整 

  ア 運転資金が積立金（又は運用財産基金）として計上されており、かつ、 

   特定預金として貸借対照表資産の部に計上されている場合 

   （借方）運転資金積立金 ××× （貸方）基本金      ××× 

   （借方）預金      ××× （貸方）運転資金特定預金 ××× 

 

  イ 運転資金分が特別に会計処理されていない（又は既に使われてしまっ 

   ている）場合 

   （借方）前期繰越活動収支差額  ××× （貸方）基本金  ××× 

 

   指導指針の第 3の５の（３）に定めた金額の設定を行う。 

  

２．過年度の減価償却累計額並びに国庫補助金等特別積立金取崩額の調整 

 

（１）固定資産の減価償却費の調整 

 

  （借方）        ×××（貸方）           ××× 

 

  （過年度減価償却累計額受入） 

 

   指導指針の第３の３により計算した既経過期間に対応する減価償却累計 

  額を上記仕訳により調整する。 

 

（２）国庫補助金等特別積立金取崩額の調整 

 

  （借方）        ×××（貸方）           ××× 

 

                （過年度国庫補助金等特別積立金取崩額） 

  

  上記金額には、指導指針の第3の４により計算した次の金額が計上される。 

前期繰越活動 

収支差額 
 減価償却累計額 

（又は該当固定資産） 

国庫補助金等 

特別積立金 

前期繰越活動 

収支差額 



   ア 施設整備時から移行時までの間に廃棄・売却された資産に係わる国 

    庫補助金等の金額 

   イ 施設整備時から移行時までの間の減価償却費に対応する取崩額が含 

    まれる。 

     なお、大規模修繕を除き、業務省力化等の国庫補助金等により購入 

    した物品が施設整備後に発生し、平成 12 年 4 月 1 日現在、存在して 

    いる場合には、原則として当該金額を国庫補助金等特別積立金に追加 

    計上し、既経過期間に相当する取り崩しを実施するものとする。 

 

 ここまで集計された次期繰越活動収支差額勘定残高が、指導指針の第 3 の８

の（２）カの金額となる。ただし、Ⅰの２の（１）の旧本部会計繰越金であっ

て、積立金に処理しなかったものを除く。 

 

３ 移行時特別積立金の処理 

（１）移行時特別積立金に前期繰越活動収支差額を振り替える調整 

 

  （借方）        ××× （貸方）        × ××× 

 

   （移行時特別積立金積立額） 

 

  上記積立金の額は、上記Ⅰの２の（４）に、上記Ⅱの１及び 2による調       

 整後の額（ただし、旧本部会計より受け入れた繰越金及び特定引当金を控除  

 した後の額とする。）となる。 

  なお、当該調整後の額が負数（マイナス）となる場合には、上記積立金の 

 額は、ゼロとする。  

 

 

（２）上記    の金額を特定預金として処理する。 

 

  （借方）移行時特別積立預金 ×××（貸方）預金   ××× 

 

  《資金の仕訳》 

 

  （借方）         ×××（貸方）支払資金  ××× 

 

  （移行時特別積立預金積立額） 

前期繰越活動 

収支差額 

移行時特別 

積立金 

前期末支払資金 

残高 



 

４ 移行時運転資金の取崩（移行時積立預金取崩額の計上） 

  （借方） 預金     ××× （貸方）移行時特別積立預金 ××× 

 

 局長通知の第 1 の５の（１）のイによる運転資金分の資金の拘束性の解除を

行うため上記仕訳を行う。  

 

  《資金の仕訳》 

 

（借方）支払資金      ××× （貸方）          ××× 

 

                   （移行時特別積立預金取崩額） 

 

 

５ 上記Ⅰの２の（４）の前期末支払資金残高（ただし、旧本部会計より受け 

 入れた繰越金及び特定引当金を控除した後の額とする。）から上記３の（１） 

 の金額を控除しても残高が生ずる場合には、当該生ずる金額を限度として、 

 移行時減価償却特別積立預金を上記２の金額まで計上することが要求されて 

 いる。（局長通知の第１の３の（２）） 

  この場合には、次の処理を行うことになる。 

 

  （借方）          ×××  （貸方）預 金   ××× 

 

 

 《資金の仕訳》 

 

（借方）前期末支払資金残高 ×××    （貸方）支払資金  ××× 

  （移行時減価償却特別積立預金積立額） 

 

前期末支払資金 

残高 

移行時減価償却 

特別積立預金 


